
　



　令和７年度の予算総額は、148億5,217万円です。前年度の当初予算
より4億8,741万円（3.4％）の増額になりました。

合計 148億5,217万円 143億6,476万円

10億7,244万円8億9,622万円下水道事業会計

0.7

3.0

▲ 16.4

介護保険特別会計

特別会計
後期高齢者医療

予算の全体像

会計名 令和７年度 令和６年度 対前年度比

　年度から特別会計を廃止しています。

※公共下水道事業と農業集落排水事業は、公営企業会計への移行に伴い、令和６

一般会計

特別会計
国民健康保険

94億2,000万円 7.088億円

▲ 0.425億1,400万円

16億7,532万円

 2億9,400万円

25億2,300万円

17億2,595万円

 2億9,600万円

3.4

一般会計

94億2,000万円

63.5%

国民健康保険

特別会計

25億1,400万円

16.9%

後期高齢者

医療特別会計

2億9,600万円

2.0%

介護保険

特別会計

17億2,595万円

11.6%

下水道事業会計

8億9,622万円

6.0%

当初予算構成割合
合計 148億5,217万円



　町の予算総額は、前年度から4億8,741万円の増額となりました。
　一般会計では、主に民生費が増額となり、6億2,000万円の増額とな
りました。また、特別会計においては後期高齢者医療特別会計や介護
保険特別会計が増額となりました。
　なお、公共下水道事業と農業集落排水事業は、令和６年度から地方
公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行しています。

（単位：万円）
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当初予算の推移
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262,000

29,400

167,532

後期高齢者医療

163,981

24,700

介護保険

-

-農業集落排水事業 9,800 10,600 10,200

77.3 
80.0 

84.7 84.7 
88.0 

94.2 

52.0 52.2 
55.3 53.4 

44.9 45.4 

10.7 9.0 
0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

一般会計

特別会計

下水道事

業会計

億円



　一般会計では財政調整基金、減債基金、地域福祉基金、学校整備基
金、教育振興基金、ふるさとづくり基金、森林環境整備促進基金、公
共施設整備基金、土地開発基金、大塚実基金、奨学基金、郵便切手類
等購買基金の12の基金があり、国民健康保険特別会計には、財政調整
基金と高額療養費貸付基金の２つの基金、介護保険特別会計には介護
保険基金があります。

（単位：万円）

＊　基金は一般家庭でいえば「貯金」のようなものです。上記の金額は、令和2年

度から令和5年度までは各年度末の残高で、令和6年度と令和7年度は当該年度

末の残高見込み額であり、いずれも前年度の決算剰余金などの状況次第で額が変

わります。
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基金の状況
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　町債残高（借入金残高）は、一般会計については、借入額が償還額
を下回るため減少傾向にあります。
　公共下水道事業と農業集落排水事業は、令和6年度から、地方公営
企業法の財務規定を適用し、特別会計から公営企業会計に移行してい
ます。

（単位：万円）

＊上記金額は、各年度末の残高で令和6年度及び7年度は見込額となっています。

　令和7年度の起債(借入)予定額は、一般会計では、電動車整備事業、農業競争力

強化基盤整備事業、農村地域防災減災事業、農業水路等長寿命化防災減災事業、

道路橋梁整備事業、水路整備事業、区画整理事業、消防施設整備事業、図書館整

備事業、文化施設照明設備整備事業、避難所生活環境改善事業、小中学校情報通

信機器整備事業の12事業で、1億9,060万円です。

　また、下水道事業会計では、1億1,460万円の借入を予定しています。

町債の状況

一般会計

下水道事業会計

合計 748,724

R7年度

490,836

-

257,888

R6年度
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- - - -

876,517 830,160 789,684 752,782

R2年度 R3年度 R4年度
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（単位：人、万円）

＊　「その他手当」とは、管理職手当、扶養手当、通勤手当、時間外手当、住居手

　当、児童手当、宿日直手当、退職手当負担金です。

＊　一般会計の職員には、国保会計、後期高齢者会計、介護保険会計（地域包括支

　援センターなどに係る職員は除く）の職員を含んでいます。

＊　一般会計の「その他特別職」とは、交通指導員、選挙管理委員、統計調査員、

　監査委員、農業委員、消防団員、教育委員などです。

＊　国保会計の「その他特別職」とは、国保運営協議会委員です。

＊　介護保険会計の職員は、認定調査員、地域包括支援センター・介護予防事業に

　係る職員です。

＊　介護保険会計の「その他特別職」とは、主に認定審査会委員、地域包括支援

　センター運営協議会委員です。

＊　下水道事業会計の「その他特別職」とは、公共下水道運営審議会委員です。
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歳入内訳 （単位：万円、％）

歳出内訳 （単位：万円、％）

歳出合計 942,000 100.0 880,000

△ 3,375
予備費 2,613 0.3 2,279 334
諸支出金 0 0.0 3,375

62,000

公債費 56,076 5.9 59,091 △ 3,015
災害復旧費 681 0.1 613 68
教育費 126,376 13.4 110,795 15,581
消防費 41,614 4.4 47,071 △ 5,457
土木費 77,238 8.2 72,117 5,121
商工費 32,594 3.5 27,301 5,293
農林水産業費 53,802 5.7 46,788 7,014
労働費 304 0.0 306 △ 2
衛生費 66,746 7.1 60,718 6,028
民生費 326,923 34.7 308,129 18,794

10,085 10,089 △ 4
総務費 146,948 131,328 15,62015.6
議会費 1.1

項目 令和7年度 令和6年度 比較

諸収入
町債

歳入合計

地方特例交付金

942,000

15,000
3,046

繰越金

県支出金

126

財産収入
寄附金

△ 10,7422.0

0.6
14.9
11.0
0.3
1.6

59,626

地方消費税交付金

140,460

地方交付税
交通安全対策特別交付金

5,541
5,996分担金及び負担金

使用料及び手数料

3,044株式等譲渡所得割交付金

4,811
自動車税環境性能割交付金
ゴルフ場利用税交付金

1,549

法人事業税交付金 3,420

繰入金

29,802
8,663

国庫支出金

19,060
7,504

10,000

0.5
0.2

71,363

103,234

230,030
1,457

1,264

48,783 6,856

1,111 626
1,780

5,139

8,630

△ 328
1,552 △ 3

221,400

3,317 103

一般会計の予算状況

1,737
186

9,520
26.5
1.0

249,277

0.0

19,303
9,990 △ 470

92 94

229,974
項目

町税
地方譲与税
利子割交付金
配当割交付金

構成割合 令和6年度 比較令和7年度

0.2
0.3

55,639

構成割合

0.1
24.4
0.0

7.6
1.1

5.9

0.8

0.4

880,000 62,000100.0

0.6

16,158 △ 14,701

3,455 2,541
△ 752

146 △ 20

△ 1,159

85,937 17,297

6,293

2,685 361
13,200 1,800

120,897 19,563

11,737
10,000 0

当初予算構成割合



財源内訳 （単位：万円）

　町税などの自主財源（町が自主的に収入しうる財源）は、予算全体の39.0%で、

地方交付税などの依存財源（国・県等の意志決定に基づくもの）は61.0%となって

います。

　財源内訳の中で、「その他自主財源」には、分担金及び負担金、使用料及び手

数料、財産収入、繰越金が含まれ、「その他依存財源」には、地方消費税交付金

など税に係る交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金が含まれます。

◎引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源分）の使途について

　消費税及び地方消費税率の引上げ分は、社会保障施策に要する経費に充てられ

ます。

（歳入）市町村交付金（社会保障財源化分） 3億3,479万円

（歳出）国民健康保険特別会計繰出金 8,795万円

 介護保険特別会計繰出金 5,918万円

 児童福祉事業（保育料無償化事業等） 1億8,766万円

81,489

574,273

町債

39.0

24,583 2.5 その他依存財源

7,504

寄附金 15,000 1.6

367,727自主財源計

103,234県支出金

金額

7.6

249,277

71,363

地方交付税

国庫支出金

26.5

14.9

金額 項目

230,030

140,460

項目

61.0

19,060

依存財源計

歳入の状況 1

11.0

2.0

8.7

町税

繰入金

構成比

諸収入

その他自主財源

構成比

0.8

24.4

当初予算構成割合

町税

24億9,277万円

26.5%

繰入金

7億1,363万円

7.6%

寄附金

1億5,000万円

1.6%

諸収入

7,504万円

0.8％

その他自主財源

2億4,583万円

2.5%

地方交付税

23億30万円

24.4%

国庫支出金

14億460万円

14.9%

県支出金

10億3,234万円

11.0%

町債

1億9,060万円

2.0%

その他依存財源

8億1,489万円

8.7%



町税の内訳   （単位：万円）

　町税の内訳を見ると、固定資産税が11億4,807万円、個人町民税が10億1,078万円で

この２つで税収の86.6%を占めています。

歳入合計

項目

個人町民税

固定資産税

軽自動車税

入湯税

法人町民税

市町村たばこ税

歳入の状況 2

比較

18,865

令和6年度令和7年度

101,078 82,213

△ 46610,896 11,362

2,458

49

114,807 112,349

19,303

△ 1,443

△ 160

8,896 8,847

249,277

620

12,980

780

229,974

14,423

個人町民税

10億1,078万円

40.5%

法人町民税

1億896万円

4.4%
固定資産税

11億4,807万円

46.1%

軽自動車税

8,896万円

3.6%

市町村たばこ税

1億2,980万円

5.2%

入湯税

620万円

0.2%

町税総額
24億9,277万円



福祉子
育て課

環 境 係 72-8101 地球温暖化対策、環境保全、一般廃棄物

戸 籍 住 民 係 72-8849 戸籍、住民基本台帳、マイナンバー、来庁者案内

農 業 振 興 係 72-8853 農業振興、新規就農、鳥獣保護・被害対策

児童手当、保育所、児童相談、ひとり親家庭子育て支援係 72-8865

産
業
建
設
部

商工業の振興、消費生活センター、企業誘致

未来共創推進室 72-8873 ふるさと納税、移住定住、地域おこし協力隊、QWS活用

観 光 係 72-8846 観光、悠和館、フォレスト益子、大規模花畑事業

農村整備、土地改良、林務

農 地 係 72-8837 農業委員会

観　光
商工課

商 工 係 72-8845

農政課 農 村 整 備 係 72-8836

町
　
長

副
町
長

健康づくり係 70-1121 保険予防、感染症予防、母子保健

高齢者支援係 72-8867 高齢者福祉、地域包括支援センター高齢者
支援課

介 護 保 険 係 72-8852 介護保険（資格、給付）

生
活
環
境
部

福 祉 係 72-8866 障がい者福祉、町営住宅、民生委員、生活保護

固定資産税税務課

国 保 年 金 係 72-8848 国民健康保険、後期高齢者医療（資格、給付）、国民年金
町民く
らし課

収 納 係 72-8833 町税・後期高齢者医療保険料・介護保険料の収納、納税相談

特 別 徴 収 班 72-7010 町税等の滞納処分

資 産 税 係 72-8863

総 務 係 72-8824 職員人事・給与、選挙、自治会

Ｄ Ｘ 推 進 係 72-8828 ＤＸ推進、庁内システム

総 合 政 策 係 72-8830 総合振興計画、土地利用、総合的企画調整

財 務 係 72-8829 財政、予算編成、入札・契約、町有財産管理

町の機構図

課名 係名 電 話    主な仕事の内容

総
　
務
　
部

総務課

町 民 税 係 72-8832 町民税、軽自動車税、国民健康保険税
後期高齢者医療保険料、介護保険料

秘 書 広 報 係 72-8825 秘書、広報・広聴、情報公開

消 防 交 通 係 72-8826 消防、防災、交通安全、防犯

総　合
政策課

当初予算構成割合



農 業 委 員 会 農 政 課 内

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 税 務 課 内

北運動場･北公園 72-9710 北運動場･北公園管理運営

選 挙 管 理 委 員 会 総 務 課 内

監 査 委 員 議 会 事 務 局 内

陶芸美術館係 72-7555 益子陶芸美術館、文化のまちづくり、施設管理

スポーツ振興係 70-2727 スポーツ振興、体育施設管理

南 運 動 公 園 72-7985 南運動公園管理運営

あ ぐ り 館 72-9710 管理・運営

生　涯
学習課

文 化 係 72-3101 文化振興、文化財、日本遺産、町民会館ホール管理

教
育
委
員
会

教
育
長

生 涯 学 習 係 72-3101 生涯学習、社会教育、図書事業

改善センター 72-0139 管理・運営

教
育
次
長

学　校
教育課

学 校 教 育 係 72-8862 就学・転学、学校教育

学 校 給 食 係 72-1332 学校給食の管理、運営、指導

議
会

議　会
事務局

72-8859 議会、監査

庶 務 管 理 係 72-8861 教育委員会、学校施設管理

地 籍 調 査 係 72-8856 地籍調査

会計課 会 計 係 72-8854 町費の出納、収支決算

都 市 計 画 係 72-8842 都市計画、土地区画整理
建設課

下 水 道 係 72-8844 下水道、農業集落排水、浄化槽

土 木 係 72-8840 町道・橋梁・河川の新設改良、補修

町の機構図

課名 係名 電 話    主な仕事の内容



★ましこ未来計画事業（経営体）

財源は？ 町の負担 3,602万円 財源は？ 町の負担 63万円

支出内容 支出内容

　自治活動推進事業 3,367万円 旅費 50万円

　地域整備推進事業 235万円 負担金 13万円

　（補助金）

　選挙管理委員報酬、選挙人名簿作成、選挙啓発ポスターの募集や選挙広報紙（芳

賀の白ばら）の発行に要する費用となっています。

財源は？ 町の負担 84万円

支出内容 選挙管理委員会費 76万円

選挙啓発費 8万円

（選挙管理委員会）

自治会では、地域内の環境美化やお
祭り、運動会や防犯対策など、さまざ
まな地域活動を行っています。地域振
興補助事業は、自治会活動の活性化を
支援し、よりよいふるさとづくりを目
的とした事業です。

社会情勢の変化や多様化する業務な
どに従事するため、幅広い視野を持つ
職員の育成を進めます。事業内容は外
部講師による研修などを行います。

総務課

地域振興補助事業 3,602万円 人材育成事業 63万円

（総務係） （総務係）

選挙費 84万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社

投票日当日の投票時間について

投票日当日の投票時間 午前７時～午後６時まで

※投票場所は各地区の投票所です。

投票日当日、外出や行事などで投票所に行けない方

は投票日前日まで行っている期日前投票をご利用くださ

い。

期日前投票時間 午前８時３０分～午後８時



　「広報ましこ」を月１回発行し、町内各世帯に配布しています。

　行政情報の提供のほか、町の出来事などを掲載しています。

発行部数は、１月あたり6,600部です。

財源は？ 町の負担 575万円

支出内容 印刷費用 575万円

（印刷製本費）

（秘書広報係）

★ましこ未来計画事業（資産）

広報ましこ「お知らせ版」を月１回 ホームページにより、町の最新の

発行し、町の身近な行政情報を提供し

ています。 お知らせを発信するとともに、町の
　新聞折込で町内各世帯に配布してい

ます。発行部数は5,000部です。 魅力を伝えます。

財源は？ 町の負担 49万円 財源は？ 町の負担 82万円

支出内容 用紙代 24万円 支出内容 システム使用料 82万円

（消耗品費） （使用料及び賃借料）

新聞折込代 25万円

（役務費手数料）

（秘書広報係）

総務課

 ホームページ 82万円

広報ましこの発行 575万円

お知らせ版の発行 49万円

（秘書広報係）

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会保育事業の２つに分けられます。この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会保育事業の２つに分けられます。



自治会で管理している防犯灯の電気 年々巧妙化する特殊詐欺による被害

料金の補助金です。 を未然に防ぐために、自動録音機能や

迷惑電話番号情報を用いた不審電話を

自動的に拒否する電話機を購入した時

財源は？ 町の負担 147万円 の補助金※です。

支出内容 補助金 147万円 財源は？ 町の負担 15万円

（年間1基あたり1,000円）

支出内容 補助金 15万円

※補助には要件があります。

消防力の更なる強化と充実を図る 火災や災害発生時は、219名で組織
ため、芳賀地区広域行政事務組合の する消防団が迅速に行動をしています｡

常備消防費負担金を支出しています。 今後も、常備消防と益子町消防団の

各市町の負担金は下記のとおりです。 両組織が連携をとりながら、防災体制

負担金の14.9％程度を益子町が負担 の強化に努めます。

しています。

各市町の負担金 支出内容（主に消防団員・消防車の費

真岡市 11億  482万円 用として）

茂木町 2億5,193万円 報酬 1,660万円

市貝町 2億5,056万円 研修旅費など 61万円

芳賀町 2億8,233万円 各種共済金 544万円

消耗品費 594万円

支出内容 負担金 3億3,140万円 燃料費、詰所光熱水費など 328万円

（消防交通係） （消防交通係）

総務課

自治会防犯灯電気料
補助金 147万円 特殊詐欺対策電話機等

購入補助金 15万円

広域消防事務組合
消防費負担金

3億3,140万円 非常備消防費 3,187万円

（消防交通係） （消防交通係）



財源は？ 町の負担 1,066万円

支出内容 報酬 772万円

共済 92万円

報償 202万円

（消防交通係）

★ましこ未来計画事業（暮らし）
町では交通事故を未然に防ぐため、カーブミラーやガードレールの設置などの

交通安全施設の整備を行っています。

また、犯罪などを未然に防ぐため、自治会からの要望により防犯灯の設置を行

っています。

財源は？ 町の負担 400万円

支出内容 ★設置に要する費用

（工事費） 400万円

　

（消防交通係）

総務課

交通指導員・交通教育指導員 1,066万円

　町の道路交通の安全保持のため、１１名の交通指導員と交通教育指導員１名が
活動しています。主な活動は、児童生徒が安全に登下校ができるよう交通立哨、
また、各種催事の交通整理などを行っています。交通教育指導員は、園児、児童
生徒や高齢者を中心とした交通教育の指導を行ってます。

交通安全施設設置工事 400万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



財源は？　 町の負担 2,212万円

財源は？　　町の負担町の負担 2,603万円

支出内容

支出内容 真岡鐵道経営安定化補助金 1,125万円

★運行業務委託料・ﾘｰｽ料2,420万円 真岡鐵道施設総合安全対策事業 176万円

★地域公共交通会議補助金 162万円 真岡線利用促進事業補助金 50万円

★地域公共交通会議報酬等 21万円 真岡線ＳＬ運行協議会負担金 849万円
真岡線愛護会負担金 12万円

★ましこ未来計画事業（経営体）

財源は？　　町の負担県の負担 1,144万円

町の負担 56万円

支出内容 財源は？　　町の負担国の負担 308万円

調査員報酬等 910万円 町の負担 132万円

消耗品費等 290万円 支出内容

CDO補佐官業務委託費 440万円

〔調査別〕

国勢調査 1,122万円

益子焼統計調査 56万円

学校基本調査 2万円

その他 　20万円

　真岡鐵道の安定経営のための補助
や路線の魅力を充実させるための事
業、利用促進のための事業を支援す
る費用です。

（総合政策係）

　国からの委託による統計調査など
に要する費用です。

（総合政策係）

　町のDX推進にあたり、豊富な知識
と経験を有す外部専門家の知見を活
用し、デジタル化推進・未来共創拠
点事業において、専門的にCDO（最
高デジタル責任者）である町長を補
佐する役割を担う事業。

　ひまわり号（デマンドタクシー）
の運行に要する費用です。
　なお、高齢者で運転免許証を返納
された方にタクシーチケットを配布
します。

（総合政策係）

統計調査業務 1,200万円 CDO補佐官事業 440万円

（DX推進係）

総合政策課

ひまわり号運行 2,603万円 真岡鐵道支援対策2,212万円



★ましこ未来計画事業（経営体）

財源は？　 町の負担 459万円

支出内容 システムソフト賃借料

財源は？ 町の負担 305万円 451万円

複式簿記支援業務委託料

支出内容 8万円

RPAﾗｲｾﾝｽ 126万円

AI-OCRﾗｲｾﾝｽ 132万円

LOGOﾁｬｯﾄﾗｲｾﾝｽ 28万円

LOGOﾌｫｰﾑﾗｲｾﾝｽ 19万円

財源は？ 町の負担 1,297万円

財源は？　　町の負担町の負担 835万円 その他 20万円
その他 149万円

支出内容 建物の保険料 550万円

支出内容 消耗品費 13万円 公用車の保険料172万円

水道料 43万円 公用車の車検整備料等
電気料 325万円 230万円

燃料費 5万円

修繕料 95万円

清掃委託料 396万円 242万円
警備等委託料 36万円 財産管理システム等の
防犯カメラリース料 委託料 57万円

71万円 固定資産管理システム

利用料  66万円

（財務係）

（DX推進係）

駅舎・屋台パーク
管理 984万円 町有財産管理 1,317万円

　益子駅、七井駅及び町の中心部に
点在する３ケ所の屋台パークの維持
管理に要する費用です。

　町が所有する財産（土地、建物、
車両など）の維持管理に要する費用
です。

（財務係）

施設管理費（工事費、
光熱水費、警備料等）

（財務係）

　町の予算を管理するシステムのソ
フトレンタル料や複式簿記支援業務
にかかる費用です。

　行政事務におけるデジタルツール
の導入を進めることにより、窓口業
務や手続きにおけるデジタル化・オ
ンライン化を推進する事業。AI-OCR
やRPA（自動化ツール）の導入・活
用を進めます。

総合政策課

デジタル化推進事業 305万円 財政運営業務 459万円



財源は？ 町の負担 6,006万円

特定財源 6,633万円

支出内容

戸籍情報システム 1,442万円

住民基本情報システム 1,578万円

住基ネットシステム 1,438万円

個人番号カード交付事業等 　　　7万円

かんたん窓口システム 　363万円

コンビニ交付システム 　243万円

ガバメントクラウド関係事業 7,521万円

その他消耗品等 　 47万円

戸籍業務・・・各種届出に基づき戸籍を作成し、戸籍謄・抄本、除籍謄・抄本等の

証明書交付を行います。

届出にはこんな種類があります。

出生届 死亡届 養子縁組届 養子離縁届

婚姻届 離婚届 入籍届 認知届

転籍届 分籍届等

住民業務・・・住民票、印鑑証明書の交付、個人番号カード交付、転入、転出の

事務を行います。

旅券業務・・・旅券の申請受付及び交付を行います。

窓口での届出や申請の際には本人を確認

するものが必要です。

　 ・運転免許証

　 ・個人番号カ－ド

・パスポ－ト など

上記の身分証明書を持っていない場合､次

のものから２点を提示していただきます。

・健康保険証 ・介護保険証

・年金手帳 ・学生証　など　　

皆さまからお預かりしました手数料は、証明書の発行等を行うシステムの維持管

理などに使わせていただいています。

(戸籍住民係)

町民くらし課

戸籍住民業務 1億2,639万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



財源は？ 国の負担 万円

支出内容 物件費 万円

人件費 万円

書類の受付・送達等 万円

☆こんな時は、役場に届出が必要です☆

※

（国保年金係）

454

32

こ ん な と き 必 要 な 届 出

・６０歳前に会社を退職したとき ・資格取得届出

・配偶者の被扶養配偶者でなくなったとき ・種別変更届出

・学生や収入が少ないなどで納付が困難な
とき

・学生納付特例申請
・保険料免除申請、50歳未満の納付猶予申請

国民年金の手続きには、年金事務所に直接届出が必要なものがあります。
また、厚生年金や共済年金の手続きは、年金事務所、共済組合、またはお勤め
先などになります。

126

町民くらし課

国民年金事務事業 612万円

国民年金は日本国内に居住している２０歳以上６０歳未満の方が加入する基礎的年

金で、年金の給付に必要な費用は、国民年金加入者全体で公平に負担するという考え

方を基本にしています。

国民年金への加入や脱退、免除申請や年金受取りの手続き（国民年金のみの方）を

町が行います。

612

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



財源は？ 県の負担 18億2,592 万円

国民健康保険税 4億8,509 万円

町の負担 1億9,412 万円

その他 887 万円

支出内容 医療費 17億7,158 万円

国保事業費納付金 6億8,103 万円

その他 6,139 万円

（国保年金係）

町民くらし課

国民健康保険事業 25億1,400万円

国民健康保険（以下「国保」）は皆さんが病気やケガをしたとき、安心して医療が

受けられるように、被保険者の皆さんがお金を出して支え合う制度です。「国保」は

被保険者の皆さんが負担する国民健康保険税のほかに、国や県、町の負担金などで運

営され、町の一般会計から独立した「特別会計」の制度をとっています。

療養の給付費には、「国保」の被保険者が医療機関などに受診した際の「国保」の
負担分の外に、医療費の自己負担が一定の金額を超えたときに支給される「高額療養
費」、「国保」の被保険者が出産したときに支給される「出産育児一時金」、「国
保」の被保険者が亡くなったときに、葬儀を行った方に支給される「葬祭費」などが
含まれます。また、「国保事業費納付金」には、「国民健康保険税」として納税いた
だいた、医療給付費分、介護保険２号被保険者（40歳から64歳までの方）の「介護保
険事業」への負担金、「後期高齢者医療制度」（75歳以上の方が加入する医療制度）
への支援金などが、「その他」には「特定健康診査」や、「人間ドック」の委託料な
どが含まれます。

障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会

益子町の疾患別医療費順位第１位は糖尿病で、他にも生活習慣病が上位に

入っています。生活習慣病予防のためにもメタボを改善しましょう。

メタボの多くは生活習慣を見直すことで改善されます。生活習慣の改善は、

食事の量を減らしたり、脂っこいものは控えたりといったこと以外にも、よ

く噛んで食べる、食べる時間を考える（規則正しい時間）など小さなことか

ら始められます。

また、これらの他にも、運動の習慣化が難しいという方は、日常の生活の

中でこまめに動くように心がけたり、姿勢を正しくしてしっかり歩くように

したり、普段の生活の中でできることから始めてみましょう。

病気になる前に生活の改善をしましょう



財源は？ 保険料 2億2,173 万円

町の負担 7,392 万円

その他 35 万円

支出内容 納付金 2億9,198 万円

 （保険料等を県後期高齢者広域連合へ納付）

その他 402 万円

（国保年金係）

○訪問看護療養費・・・医師の指示があり、訪問看護ステーションなどを利用し
                      た場合にかかった費用(一部は利用者が負担します)。

○葬祭費・・・被保険者が亡くなったとき、その葬儀を行った方に５万円が支給
              されます。

町民くらし課

後期高齢者医療事業 2億9,600万円

　後期高齢者医療制度は、75歳以上の方と一定の障がいがあると認定された65歳以上
75歳未満の方が加入する制度です。
　国民健康保険や会社の健康保険などの医療保険を脱退して、後期高齢者医療制度へ
加入することにより、保険料も各個人で負担することになります。
　また、健康保険や共済組合などの被扶養者だった方も75歳になると、後期高齢者医
療制度に加入することになります。

　都道府県単位ですべての市町村が加入する広域連合が運営主体（保険者）とな
り、保険料の決定・医療を受けたときの給付・資格の管理などを行います。
　町は、保険料の徴収、申請や届出の受付などの窓口業務を行います。

　後期高齢者医療制度をご利用の方は、人間ドックを受けて、生活習慣の見直しや
改善に役立てましょう。

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。

運営は「広域連合」が行います

人間ドックの費用を助成します

こんな時にかかった費用も支給されます

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。

運営は「広域連合」が行います

人間ドックの費用を助成します

こんな時にかかった費用も支給されますこんな時にかかった費用も支給されます



★ましこ未来計画事業（暮らし）

　気候変動対策推進に向けて、住宅用太陽光発電システムや定置型蓄電池を設置

する方に費用の一部を補助する制度です。

　補助額は、 太陽電池出力１ｋｗ当たり10,000円で、40,000円が上限です。

蓄電池設置費用の10％で、80,000円が上限です。

Ｖ２Ｈ設置費用の10％で、80,000円が上限です。

財源は？　　町の負担

支出内容 ★住宅用太陽光発電システム等設置費補助金 180万円

【補助対象者】

町内に住所を有し、自ら居住する家屋（店舗等の併用を含む）に設置する方

で、町税等を完納している世帯の方。

【補助対象条件】

・太陽光発電システム

　住宅の屋根等への設置に適した低圧配電線と連結し、かつ、太陽電池出力が

10ｋｗ未満であること。

・定置型蓄電池

　停電時に太陽光発電システムから直接充電でき、分電盤を介して住宅に電気

を供給できるものであること。

・電気自動車等充給電機器（Ｖ２Ｈ）

　太陽光発電システムを常時接続し、分電盤を介して住宅に蓄電池を備えた自

動車の電気を供給できるものであること。

※定置型蓄電池と電気自動車等充給電機器（Ｖ２Ｈ）については、

どちらか一つの機器を一回のみ申請することができます。

（環境係）

町民くらし課

住宅用太陽光発電システム等設置費補助 180万円

180万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



★ましこ未来計画事業（暮らし）

　気候変動対策対策推進に向けて、住宅用木質バイオマスストーブを設置する方に

費用の一部を補助します。

　補助額は、ストーブ設置に20万円以上要した場合の10％で、50,000円が上限です。

財源は？　　町の負担

支出内容 ★住宅用木質バイオマスストーブ設置費補助金 15万円

【補助対象者】

町内に住所を有し、自ら居住する家屋（店舗等の併用を含む）に設置する方

で、町税等を完納している世帯の方。

【補助対象条件】

木質ペレットや薪等を燃料とする未使用のものであり、リース契約ではない

こと。

（環境係）

町民くらし課

住宅用木質バイオマスストーブ設置費補助 15万円

15万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



★ましこ未来計画事業（暮らし）

　町内一斉環境美化運動の実施や地

域の環境活動を支援します。

　また、不法投棄を防止するために

パトロールを実施すると共に、看板

を設置し環境美化への意識啓発を図

財源は？ 町の負担 19万円 ります。

財源は？ 町の負担　 65万円

支出内容 推進委員報償費 13万円

推進委員活動費等 6万円 支出内容 環境美化運動や看板

（報償費、消耗品、 設置に係る消耗品など

燃料費等） 11万円
保全協力員報償等

54万円

★ましこ未来計画事業（暮らし）

　家庭から出るもえるごみの相当量を

占めている生ごみを分別・収集し、堆
肥にして有効活用します。

財源は？ 町の負担 1,594万円

手数料 320万円

財源は？ 町の負担 15万円

手数料 14万円 支出内容

支出内容 粗大ごみ等収集・運搬業務 ★生ごみ収集運搬業務
（委託料） 29万円 （委託料） 820万円

★生ごみ堆肥化処理業務等 693万円

家電４品目とは、テレビ、冷蔵庫・冷 （委託料）
凍庫、洗濯機・衣類乾燥機、エアコン

のことで、これらの収集の場合には、 ★生ごみ専用袋作成、販売手数料他
事前に郵便局で家電リサイクル料金を 401万円
お支払いいただく必要があります。

生ごみ処理事業

（環境係） （環境係）

1,914万円

町民くらし課

環境基本計画推進業務 19万円 環境美化推進事業 65万円

（環境係）

　令和5年3月に策定した「益子町第3次
環境基本計画」に基づき、環境に負荷
をかけない共生・協働のまちづくりを
推進します。

（環境係）

　中部環境が収集しない「粗大ごみ」
及び「家電４品目」をごみ処理場や指
定引取場所まで運搬できない方のため
に、町が委託した業者が自宅まで収集
に伺う事業を行っています。

　手数料は、1個又は1組につき2,000円
です。(処理費も含みます。）

粗大ごみ等
収集・運搬事業 29万円



★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

　資源循環型社会の形成に向けた町民 　生ごみの減量化を推進するため、生

の意識高揚を図るため、微生物の力を ごみ処理機及び生ごみ処理容器（密閉

利用した、自宅で取り組める生ごみ堆 式・埋込式）を購入する方に補助金を

肥づくりの普及事業を実施します。 交付します。

　補助額は、購入費の2分の１以内で、

財源は？　町の負担 29万円 生ごみ処理機は上限30,000円、生ごみ

処理容器は上限2,000円です。

支出内容

★生ごみ自家処理普及事業 財源は？　　町の負担 50万円

業務委託料 29万円

支出内容

★生ごみ処理機設置費補助 42万円

★生ごみ処理容器設置費補助 8万円

★ましこ未来計画事業（暮らし）
ごみステーション周辺の美観保護や

　ごみの資源化、減量化を図るため、 鳥獣の被害を防ぐため、ごみステーシ

資源物回収を実施した団体に奨励金を ョンを設置する自治会に対し補助金を

交付します。奨励金は、回収重量１kg 交付します。
につき5円(地域通貨の場合6円)です。

　また、資源物回収事業を円滑に実施

できるよう、回収拠点を整備する補助 補助額は、設置費用の２分の１以内

金を交付します。 で、上限は50,000円です。

財源は？　町の負担 360万円 財源は？　　町の負担 10万円

支出内容 ★資源物回収奨励金 支出内容

　（報償費） 350万円

★回収拠点設置補助 10万円 10万円

イラスト4

（環境係） （環境係）

資源物回収事業 360万円
ごみステーション

10万円
設置費等補助

ごみステーション設置費補助金

（環境係） （環境係）

町民くらし課

生ごみ自家処理
    　普及事業 29万円

生ごみ処理機等
　　　設置費補助 50万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



　益子町、市貝町、芳賀町、茂木町の 　芳賀地区１市４町のごみ処理施設 

４町で構成されている芳賀郡中部環境 「芳賀地区エコステーション」では、

衛生事務組合では、「もえるごみ」・ 芳賀地区全域のごみ（一般廃棄物）

「もえないごみ」・「資源物」などの を処理します。

一般廃棄物の収集運搬業務を行ってい

ます。

財源は？　　町の負担 7,383万円

財源は？　　町の負担 4,288万円 支出内容

芳賀地区広域行政事務組合負担金

支出内容 （ごみ処理費）

芳賀郡中部環境衛生事務組合負担金 7,383万円

4,288万円

イラスト６

　七井にある第一環境クリーンセンタ 　真岡市にある斎場では、芳賀地区１

ーでは、芳賀地区１市４町のし尿の収 市４町及び上三川町の火葬業務を行っ

集、処理を行っています。 ています。また、芳賀地区広域行政事

務組合で新しい斎場の整備事業を進め

ていきます。

財源は？　　町の負担 4,482万円

財源は？　　町の負担 6,209万円

支出内容

支出内容 芳賀地区広域行政事務組合負担金

芳賀地区広域行政事務組合負担金 （斎場費） 　504万円

（し尿処理費） 6,209万円 新斎場整備事業負担金 3,978万円

芳賀広域し尿処理事業 6,209万円 芳賀広域斎場事業 4,482万円

（環境係） （環境係）

（環境係）

町民くらし課

芳賀中部環境
ごみ収集事業 4,288万円

芳賀広域
ごみ処理事業 7,383万円

（環境係）

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



　狂犬病予防法により犬の登録と狂犬 　飼い犬や飼い猫の妊娠を制限するこ

病予防注射が義務づけられていますの とにより、野犬や野猫が増えるのを防

で忘れずに行ってください。 ぐことを目的として、補助金を交付し

ます。

　また、一部の無責任な飼い主のため 補助額は犬1頭5,000円、猫1頭4,000

犬の放し飼いやふんに関する苦情が増 円で、年度内に1世帯につきどちらか

えています。飼い主は、責任を持って 1頭のみとなります。

適切な飼育をしましょう。

財源は？　町の負担 36万円 財源は？　町の負担 38万円

支出内容 支出内容
狂犬病予防注射業務等委託料 20万円 犬の避妊手術費補助金 10万円

狂犬病予防注射事務経費 4万円 (5,000円/頭×20頭)

（消耗品費、通信運搬費） 猫の避妊手術費補助金 28万円

その他畜犬対策経費 12万円 (4,000円/頭×70頭）

（消耗品費、使用料及び賃借料等）

★ましこ未来計画事業（暮らし）
　町内の河川水及び工場排水の水質検 　希少金属を含む使用済み小型家電を

査を行います。 回収し、可能な限りリサイクルします。

財源は？　町の負担 39万円 財源は？　町の負担 74万円

支出内容 　　　　　売却代金 　2万円

河川等の水質検査委託料 39万円 支出内容

フロン入り小型家電処分 2万円

業務委託

小型電子機器、製品プラ 74万円

イラスト5 スチック収集運搬委託

（環境係） （環境係）

町民くらし課

動物愛護と畜犬対策 36万円
犬及び猫の
避妊手術費補助 38万円

（環境係） （環境係）

河川等の水質検査 39万円
使用済小型電子機器
リサイクル事業 76万円



　障がいのある方が一人ひとりの適正や能力に応じ、自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、年齢や障がい種別にかかわらず、できるだけ身近なと

ころで必要な障がい福祉サービス（ホームヘルプ、生活介護、短期入所、就労支援、

グループホーム、施設入所支援等）を提供します。

財源は？ 国の負担 3億6,412万円
県の負担 1億8,206万円

町の負担 1億8,206万円

支出内容 障がい者自立支援給付費 7億2,824万円

（扶助費）

〔解説〕扶助費とは…福祉の法律に基づき、高齢者・児童・障がい者等に対して行

　　　　　　　　　　っているさまざまな援助に要する経費です。

　身体に障がいのある方に、補装具の 　原因不明や治療方法が確立していな

製作・修理に要する費用を助成します。 い難病(栃木県で指定したもの)に罹患

　補装具とは、身体の欠損又は損なわ した方又は保護者の方に対し見舞金と

れた身体機能を補完、代替するもので して2万円が支払われます。

あり、日常生活の能率の向上を目的と

して、長時間にわたり継続して使用さ

れるものです。　 財源は？ 町の負担 342万円

支出内容 見舞金 342万円

財源は？ 国の負担 （扶助費）

県の負担

町の負担

支出内容 補装具費

（扶助費）

190万円

 95万円

 95万円

380万円

（福祉係） （福祉係）

福祉子育て課

障がい者自立支援給付 7億2,824万円

（福祉係）

身体障がい者（児）
380万円 特定疾患見舞金 342万円

補装具費支給



　障がいのある方が、その有する能力や適性に応じて、自立した日常生活又は社会

生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じたサービスを、以

下の事業により提供します。ただし、障がい支援区分によりサービス内容は異なり

ます。

相談支援事業…障がいのある方や保護者又は介護を行う者などからの相談に

　　　　　　　応じ、必要な情報提供や援助を行います。

　このほか、意思疎通支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、地域活動

支援センター事業、日中一時支援事業などを行っています。

財源は？ 国の負担

県の負担

町の負担

支出内容 芳賀郡障害児者相談支援センター運営費（負担金）

日中一時支援、移動支援事業費など（補助金等）

日常生活用具給付費など（扶助費）

640万円

648万円

737万円

（福祉係）

福祉子育て課

地域生活支援事業 2,025万円

1,012万円

506万円

507万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会

益子町を含む芳賀郡は、共同で障害児者相談支援センターを設置しています。

こちらでは、障がいのある人とその家族や支援をしている人が相談できます。

日常生活での困りごとの相談や福祉サービスの内容、利用のしかたをご案内します。

受付時間 8時30分～17時15分 受付日 月曜日～金曜日(土日祝日、年末年始除く)

利用料 無料 所在地 市貝町大字市塙1720-1市貝町保健福祉センター内

電話番号 0285-81-6565 メール hagagun-kikan@sage.ocn.ne.jp



　人工透析治療や心臓疾患にかかる治療など、身体の機能障害を軽減又は改善させ

るための高度な医療を必要とする方に対して、その医療費の一部を給付する事業で

す。

　医療費から、対象となる方の所得に応じて算出した自己負担額を控除して、残っ

た額を給付します。

　この事業による医療費の給付を受けるためには、国又は県の指定を受けた指定医

療機関で医療を受ける必要があります。

財源は？ 国の負担

県の負担

町の負担

支出内容 自立支援医療給付費 2,484万円

（扶助費）

重度心身障がい者医療費助成事業

　助成を受けられる方は…

　・身体障害者手帳１・２級を持つ方

　・療育手帳Ａ１・Ａ２級を持つ方

　・身体障害者手帳３・４級かつ療育手帳Ｂ１・Ｂ２級を持つ重複障がいの方

　・精神障害者保健福祉手帳１級を持つ方

　　窓口で支払った医療費から、一つの医療機関につき、ひと月あたり５００円の

　自己負担を控除し、残った額を助成します。

福祉タクシー事業

　　重度心身障がい者医療費助成を受けることができる障がいがある方で、町と契

　約するタクシー業者に乗車した際の初乗り料金を助成します(上限あり)。

財源は？ 県の負担 1,500万円

町の負担 1,515万円

支出内容 重度心身障がい者医療費助成

福祉タクシー事業

（扶助費）
（福祉係）

（福祉係）

重度心身障がい者医療費助成事業
3,015万円

・福祉タクシー事業

3,000万円

15万円

621万円

福祉子育て課

自立支援医療給付事業 2,484万円

621万円

1,242万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



　妊婦や乳幼児の健やかな健康のため、健康診査や相談を実施し、母子保健の

向上を図ります。

　そして未来を担う子どもたちが健やかに育ち、また家族が安心して子育てが

できるような環境づくりを行います。

　　　　　　　○学校：ｼﾞﾌﾃﾘｱ,破傷風混合(小学６年)・麻疹,風疹混合(中学1年)○健診事業　　

1か月児健診（個別）
4か月児健診（年12回）

9か月児健診（年12回）

12か月児健康相談（年12回）

1歳6か月児健診（年6回）
2歳児歯科検診（年4回）

3歳児健診（年6回）

こどものフッ素塗布(年2回、3歳～就学前）

妊産婦健康診査…出産までの健康診査(※妊婦一人あたり14回、多胎妊婦の場合5回追加)

　　　　　　　　産後2週間・産後１か月健康診査の費用助成
新生児聴覚検査

○支援事業　　

ママパパ広場（両親学級）

産前・産後サポート事業

産後ケア

乳幼児全戸訪問事業

養育支援訪問事業

育児・離乳食相談

個別育児相談・教室

のびのび発達相談（発達障害児早期発見事業）…年中児対象

食育推進事業

思春期保健対策事業（小中高校生への性（命）教育、薬物乱用防止教育等）

財源は？ 国の負担

県の負担

町の負担

支出内容 指導者謝金（報償費）

医師等謝金・新生児聴覚検査

妊産婦健康診査委託料（委託料・扶助費等）

子育て支援、指導用教材・事業通知等諸経費

　（消耗品費・通信運搬費等）

（健康づくり係）

467万円

1,405万円

146万円

144万円

福祉子育て課

母子保健事業 2,018万円

210万円

1,664万円



　出生時から、18歳まで（※）のこど 　妊産婦の方に、母子手帳の交付を受

もを持つ保護者の方に、その医療費の けた月の初めから出産した月の翌月の

一部を助成する事業です。 末日までの医療費の一部を助成する事

（※18歳到達の年度末まで） 業です。

財源は？ 県の負担 4,202万円 財源は？ 県の負担 215万円

町の負担 7,067万円 町の負担 216万円

支出内容

助成に要する費用 10,740万円 支出内容 助成に要する費用

（扶助費） （扶助費）   543万円 430万円

審査事務の委託(委託料） 用紙、郵送代等

電算処理システム (使用料） (需用費・役務費）1万円

用紙、郵送代等

(需用費・役務費）

　すべての妊婦・子育て世帯が安心し 　出産までの経済的負担の軽減を図る

て出産・子育てができる環境づくりの ため、妊娠中のお母さんに出産準備手

ため、妊婦のための支援給付を支給し 当を支給します。

ます。 赤ちゃん（胎児）1人につき30,000円

妊娠１回につき50,000円

胎児１人につき50,000円 次のすべてに該当する方が対象です。

・妊娠２２週を経過～出産前の方
財源は？ 国の負担 900万円 ・申請から認定まで住所があること

県の負担   1万円 ・町税等が完納されていること
町の負担   1万円

財源は？ 町の負担 271万円

支出内容 応援ギフト 900万円

（補助金） 支出内容 準備金 270万円

消耗品・通知・印刷代等 （扶助費）
(需用費・役務費）  2万円 振込通知   1万円

(役務費）
（健康づくり係） （健康づくり係）

92万円

10万円

（健康づくり係） （健康づくり係）

妊婦のための支援給付
支給事業 902万円 出産準備手当支給事業 271万円

427万円

福祉子育て課

こども医療費助成事業 1億1,269万円 妊産婦医療費助成事業 431万円



★ましこ未来計画事業（人財） ★ましこ未来計画事業（人財）

　出生時から、中学校３年生までのこ絵本の読み聞かせをきっかけに、 子ども達が夢や目標に向かって

親子のふれ合いの大切さを伝え、 努力する力を身に付けられるよう、

子どもの心を育てるための事業です。 子どもたちの年齢に応じた学習と

運動を取り入れたプログラムを作成し

9か月児・3歳児健診時に絵本を配布 普及・啓発をする事業です。

します。

財源は？ 県の負担 14万円

財源は？ 町の負担 17万円 町の負担 7万円

支出内容

支出内容 ★参考テキスト 1万円

★配布絵本（消耗費） 17万円 　（消耗品費）

★研修会

（報償費、食料費等） 20万円

★ましこ未来計画事業（人財）
　不妊治療（人工授精・体外受精・顕

少子化対策・子育て世帯の経済的支援 微授精）を受けたご夫婦の経済的負担

のため、0歳児のお子様の紙おむつ等 の軽減を図るため、保険適用外の治療

購入用に地域通貨を支給します。 費の一部を助成します。

出生届出時、4か月児・9か月児健診、 ※１年度あたりの上限20万円（費用の

12か月児健康相談時に、紙おむつ券と 　1/2以内）とし、通算4年まで助成。
ゴミ袋を配布します。

財源は？ 町の負担 218万円 財源は？ 町の負担 60万円

支出内容 支出内容 助成金（補助金） 60万円

★地域通貨（紙おむつ購入費用として）

可燃ゴミ袋 218万円

（報償費）

子育て支援
紙おむつ等支給事業 218万円

（健康づくり係）

福祉子育て課

ブックスタート・
セカンドブック事業 17万円 益子町育脳プログラム 21万円

（健康づくり係） （健康づくり係）

不妊治療費助成事業 60万円

（健康づくり係）



　日曜日、祝日、年末年始（73日間）の診療を町内10箇所の医療機関が、

当番制で実施しています。

財源は？ 町の負担 529万円

支出内容 医師等委託料 529万円

福祉子育て課

休日診療委託事業 529万円

（健康づくり係）

なるべく医療機関の

通常の診療時間内に受診しま

しょう。
通常の診療時間内の方が検査などを
含めた診療体制が整っています。
体調の不調を感じたら、出来るだけ
診療時間内に受診しましょう。

休日や夜間で比較的症状の

軽い方は

在宅当番医(休日昼間)や

真岡市休日夜間急患診療所 を

ご利用ください。

【真岡市休日夜間急患診療所】
☏８２－９９１０

休日や夜間に、軽症の患者さんが日
赤病院などの二次救急病院に集中す
ると、重症の患者さんの診療に支障
をきたすおそれがありますので、ご
協力をお願いします。

★ 健康相談ましこ２４★
０１２０-０２８５-７２

(＊携帯からもご利用いただけます）

２４時間年中無休

通話料・相談料無料
町民ならどなたでもご利用できます。

★とちまる救急安心電話相談★
＃７１９９ または ０２８-６２３-３３４４

（概ね１５歳以上の方）

＃８０００ または ０２８-６２３-３５１１

（概ね１５歳未満の方）

相談時間：
月曜日～金曜日 １６時～翌朝１０時

土・日・祝休日 ２４時間（１０時～翌朝１０時）

急な病気やけがで心配な時にご相談くださ
い。

医療機関を受診するまえに…



　医療機関で実施している予防接種の費用を助成しています。予防接種を実施する

ことで、感染症の流行を防ぎ、健康な社会をつくります。

○乳幼児・学生　：

ＢＣＧ/ 生後5か月～1歳未満
5種混合（ｼﾞﾌﾃﾘｱ,破傷風,百日咳,ﾎﾟﾘｵ,ﾋﾌﾞ）/ 生後2か月～7歳6か月未満

4種混合（ｼﾞﾌﾃﾘｱ,破傷風,百日咳,ﾎﾟﾘｵ）/ 生後2か月～7歳6か月未満

ヒブ、小児用肺炎球菌/ 生後2か月～5歳未満

Ｂ型肝炎/生後2か月～1歳未満

ロタ/生後6週～32週未満

水痘（みずぼうそう）/生後12か月～3歳未満
おたふくかぜ/ 生後12か月～小学校入学前まで

麻疹･風疹混合/ 生後12か月～2歳未満および保育園,幼稚園の年長児

日本脳炎/ 3歳～7歳6か月未満および9歳～13歳未満
インフルエンザ/ １歳～中学3年生

ジフテリア･破傷風混合/ 11歳～13歳未満

子宮頸がん予防ワクチン/ 小学6年生～高校１年生相当の女子

　　　ｷｬｯﾁｱｯﾌﾟ接種対象：H9.4.2～H21.4.1生まれの女子で、R4～R6の期間に

 　　　　　　　　　　　1回以上子宮頸がんﾜｸﾁﾝを接種した者（R7年度のみ）

○成人　：

インフルエンザ・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症/ ①65歳以上

②60歳～64歳で、心臓・腎臓・呼吸器に重度の障害がある方等

成人用肺炎球菌ワクチン/ ①65歳

②60歳～64歳で、心臓・腎臓・呼吸器に重度の障害がある方等

風しん(麻しん,風しん混合)ワクチン/ 19歳以上及び年度内に19歳になる方

帯状疱疹ワクチン（R7年4月1日～定期接種）/①65歳

　　　　　②60～64歳で、ﾋﾄ免疫不全ｳｲﾙｽによる免疫の機能の障害を有する方

　　　　　※R7～R11は、5歳年齢ごと（70,75,80,85,90,95,100歳）も対象

　　　　　　100歳以上は、定期接種開始初年度(R7)に限り対象

帯状疱疹ワクチン（任意接種）/50歳以上

財源は？ 町の負担 1億2,002万円

支出内容 医師報酬 3万円

事務用品・予防接種説明書代等（消耗品費・印刷製本費） 16万円
予防接種のお知らせ郵送料など（役務費） 38万円
予防接種の料金等（委託料・扶助費） 1億1,945万円

福祉子育て課

感染症予防事業 1億2,002万円

（健康づくり係）



★ましこ未来計画事業（暮らし）

健康診査

各種がん検診・骨密度検査・肝炎検査・歯周病検診・ヤングミニ健診を行います。

（対象年齢）

○胃がん 40歳以上 ○肺がん 40歳以上

○大腸がん 40歳以上 ○前立腺がん 40歳以上

○子宮頸がん 20歳以上 ○乳がん 30歳以上

○骨密度検診 19歳～39歳、40・45・50・55・60・65・70歳

○ピロリ菌検査 30歳～39歳 ○肝炎検査 40歳以上（過去未受診）

○ 19歳～39歳

○ 30・40・50・60・70歳

検査費が無料となる対象者

〇子宮頸がん（満20歳：H15.4.2～H16.4.1）　〇乳がん（満40歳：S58.4.2～S59.4.1）

〇肝炎検査（今年度　40,45,50,55,60,65,70歳で過去未受診の方）

●健康長寿ましこをめざし、生活習慣病予防（運動・食事・歯等）をすすめます。

●町民一人ひとりが健康づくりに主体的に取り組めるよう支援します。

　　　体組成計測定・栄養相談・運動指導・健康教育・健康相談

　　　個人の健康づくり活動への支援
　

○健康増進計画（栄養・運動・心・歯・飲酒・喫煙等)にそって行います。

○食育推進計画にそって、食べ物に感謝する心を育て、郷土料理の普及や

和食の素晴らしさの再発見に努めます。
○自殺対策計画にそって、自殺対策を推進します。

財源は？ 国の負担 　8万円

県の負担 214万円

町の負担 4,275万円

支出内容 ★各種検診に要する費用等(委託料） 3,916万円

★指導者謝金（報償費） 27万円

★健康教育・相談等に要する諸経費 554万円

（通信運搬費・消耗品費等）
（健康づくり係）

福祉子育て課

健康増進事業 4,497万円

ヤングミニ健診

歯周病検診



　この補助金は、少子化対策及び交通
安全に寄与するため、子育て支援の一
環として、６歳未満の児童が使用する
チャイルドシート等の購入費に対し、
２分の１相当額(１万円を限度)を補助い
たします。
　お子様１人につき１回限りです。

財源は？
町の負担 47万円

支出内容
補助金 47万円

　ひとり親家庭の親と子に対し医療費の一部を助成する事業です。

　ひとり親家庭の親と子とは、死別や離別等により、現に配偶者等がいない方で、

満１８歳に達する日（誕生日の前日）以降の最初の３月３１日までの間にある児童

を扶養している方とその児童をいいます。

　助成を受けられる要件は、益子町に住所があること、親と子が同じ健康保険に加

入していること、所得が支給制限を超えないこと、などです。

　所得は、ひとり親本人と同居の家族（父母、祖父母、兄弟等）のものが対象とな

ります。

財源は？ 県の負担 225万円

町の負担 225万円

支出内容 ひとり親家庭医療費助成 450万円

（扶助費）

（子育て支援係）

福祉子育て課

益子町チャイルドシート等購入補助金 47万円

（子育て支援係）

ひとり親家庭医療費助成事業 450万円



　児童手当は、高校生世代までの児童（１８歳到達後最初の３月３１日までの児
童）を監護（養育）している方に対し支給する手当です。お子様が生まれた場合や

益子町に転入した場合は忘れずに手続きしましょう。

●手当月額

３歳未満 第１・２子 15,000円

       〃 第３子以降 30,000円

３歳以上高校生年代まで 第１・２子 10,000円

   〃 第３子以降 30,000円

※受給者が生活費等を経済的に負担している大学生年代の子を多子加算（第３子以降

の支給額が月額３万円に増額）の対象とすることができます（要申請。）

●支給月

　年６回（8月・10月・12月・2月・4月・6月）に分けて前月までの分を受給者の口座に

振込みます。

●現況届

　令和６年度から、現況届の提出が不要となりました。ただし、一部の方（別居監護中

の児童がいる方や、多子加算を受けている方等）は、引き続き現況届の提出が必要です

。該当の方には、通知が届きますので、必ずご提出ください。

●手当の内訳

［３歳未満の児童］
　事業主（厚生年金加入者について）と国・県・町が負担します。

［３歳以上高校生年代までの児童］
国・県・町が負担します。

財源は？ 国の負担  3億3,279万円 （事業主負担分含む）

県の負担     4,084万円

町の負担     4,117万円

支出内容 児童手当  4億1,480万円    （扶助費）

福祉子育て課

児童手当 4億1,480万円

（子育て支援係）



★ましこ未来計画事業（暮らし）

　この費用は、お子さんが保育園で生活するため

に必要となる費用や、保育士の人件費などに充て

られます。第３期ましこ未来計画により、令和

３年度から３歳未満のお子さんの保育料を町独自

で無償化としました。その分町の負担が増加して

います。

財源は？ 国の負担 1億7,107万円

県の負担  　7,778万円

町の負担 1億  615万円

保護者の負担          0円

（保育料）

支出内容 委託料 3億5,500万円

★ましこ未来計画事業（暮らし）

　この費用は、民間保育所運営費と同様の性質のものであり、お子さんが認定こど

も園で生活するために必要となる費用のほか、幼稚園教諭・保育教諭・保育士の人

件費などに充てられます。

財源は？ 国の負担 1億3,832万円

県の負担  　7,515万円

町の負担  　8,153万円

＊認定こども園についても３歳未満のお子さんの保育料無償化に

　より、町の負担が増加しています。

支出内容 負担金 2億9,500万円

（子育て支援係）

福祉子育て課

民間保育所運営費 3億5,500万円

（子育て支援係）

施設型給付費（認定こども園運営負担金） 2億9,500万円



　この事業は、まだまだ手のかかる1歳児に対して手厚く保育するための「1歳児担

当保育士増員事業」、家庭において一時的に保育が困難になった場合に対応するた

めの「一時預かり的保育事業」、地域の子育てに関して相談に応じたり、地域の子

育てに関するネットワークの中心的な役割を担う「地域子育て支援拠点事業」、食

物アレルギーを持つお子さんに配慮した給食を提供するための「食物アレルギー対

応給食提供事業」、保護者の勤務時間に考慮し、保育園等の開所を延長させて保育

を行う「延長保育事業」に対して補助するものです。延長保育は、町内の全ての保

育園等において実施されています。

財源は？ 国の負担   690万円 支出内容 補助金　3,053万円

県の負担   992万円

町の負担 1,371万円

★ましこ未来計画事業（暮らし）
　この補助金は、お子さんの賠償責任保険、

　第２子以降の3歳〜5歳児にか 教職員研修、園独自取組事業などの運営費用

かる副食費を免除します。 の一部として各保育園等に補助しています。

　町外の保育園等を利用してい 　また、軽度障害児の保育について、保育士

る方は、償還払いの申請が必要 の増員等のための費用の一部として保育園等

です。 に対し補助しています。

この他、「異年齢交流事業」「世代間交流事

業」「小学校低学年受入事業」などについても
この補助金が充てられています。

財源は？

町の負担 　  513万円

財源は？ 町の負担  1,134万円

支出内容
補助金　  　　 513万円

支出内容 補助金  1,134万円

（子育て支援係） （子育て支援係）

福祉子育て課

益子町民間保育所等特別保育事業補助 3,053万円

（子育て支援係）

多子世帯
副食費免除事業補助

益子町民間保育所、認定こど
も園運営改善事業等補助金 1,134万円 513万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。



　放課後に保護者が仕事などでお子さんを見られない等の方を対象として、小学校

の児童を受け入れ、様々な年齢の児童たちと交流することによって情緒の安定、集

団生活への順応、自主性、社会性、創造性などを培う事業を展開しています。

　また、開所日数を増やしたり、開所時間を延長したり、軽度障害児が利用できる
体制を整えたりして、保育の充実を図っています。

財源は？ 国の負担  2,580万円 支出内容 　委託料　7,742万円

県の負担  2,580万円

町の負担  2,582万円

★ましこ未来計画事業（暮らし）

　子ども子育て支援拠点施設は、安心して子育てができるよう、子育て中の家族が

気軽に集まり、子育てに関する相談や情報交換などが行える遊びや交流の場です。

育脳に取り組むほか、ファミリー・サポート・センターも兼ねています。

財源は？

国の負担  　377万円

県の負担  　377万円

町の負担    903万円

支出内容

運営費  1,657万円
（子育て支援係）

食の提供を通じ、地域の幅広い世代の交流やこどもたちの居場所となること

を目的として町内の「こども食堂」の活動が始まっています。

　子育て支援の一環として活動が継続的に実施されるよう、補助金を交付して

います。

財源は？ 支出内容

国の負担  　37万円 補助金  56万円

町の負担    19万円
（児童相談担当）

こども食堂運営支援事業 56万円

子ども子育て支援拠点施設 1,657万円

福祉子育て課

学童保育事業 7,742万円

（子育て支援係）



★ましこ未来計画事業（暮らし）

　第３期ましこ未来計画による「子育て応援手当」は、新型コロナウイルス対策

経済支援として、令和３年度から令和５年度までは、１８歳まで一律１万円分の

地域通貨を支給を継続しておりましたが、令和６年度から支給対象者、支給額の

見直しを行い、小学校入学前・中学校入学前のほか、高校入学前の年（中学３年

生）に５万円分の地域通貨を支給しています。

支給額

（１）当該年度の４月１日時点で14歳の児童１人当たり５万円

（２）当該年度の４月１日時点で11歳の児童１人当たり５万円

（３）当該年度の４月１日時点で５歳の児童１人当たり３万円

財源は？

町の負担 2,406万円

支出内容
子育て応援手当（扶助費） 2,400万円

事務費（郵送料等） 6万円

（子育て支援係）

福祉子育て課

子育て応援手当 2,406万円



　ひとり暮らしの高齢者で緊急通報装 　65歳以上で、歩行の際に杖等を必要

置を必要とする方宅に取り付けます。 とする高齢者に対し、手押し車（シル

24時間体制で緊急時対応するほか、シ バーカー）の購入費の一部（6,000円）

ステム管理業者から月2回安否確認の を助成します。

電話が入ります。 ※要介護3以上の方は対象外

財源は？ 町の負担   158万円 財源は？ 町の負担 　８６万円  24万円

支出内容 支出内容

システム委託料   120万円 手押し車購入費助成   24万円

緊急通報装置賃借料  　38万円 （扶助費）

　毎年9月1日を基準として、以下の 　65歳以上の在宅で寝たきりの高齢者

年齢の方に祝金等を贈り、長寿をお 等を介護している同一世帯の介護者に

祝いします。 対し、手当（3,000円/月）を支給しま

す。
満80歳 　支給対象となるのは介護認定が要介

満88歳 護3以上の方の介護者です。

満90歳

満91から98歳

満99歳

満100歳以上 財源は？ 町の負担

財源は？ 町の負担 支出内容 介護手当

（扶助費）

支出内容 敬老祝金 663万円

（扶助費）

5,000円

（高齢者支援係） （高齢者支援係）

敬老祝金 663万円
在宅寝たきり高齢者

428万円
等介護手当

高齢者支援課

緊急通報システム事業 158万円 手押し車購入費助成事業 24万円

10,000円

10,000円

5,000円

100,000円

10,000円

（高齢者支援係） （高齢者支援係）

663万円

428万円

428万円

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/_ylt=A2RCAwzdF.JW1CAAzESU3uV7/SIG=12e8q4a86/EXP=1457744221/**http:/fanblogs.jp/lisarhythm/file/undefined/silvercar.png


　65歳以上の高齢者で生活環境及び経 　高齢者を対象に高齢者福祉大会（敬

済的理由等により、居宅において生活 老のつどい）を開催します。

することが困難な方について、養護老 芸能人による歌謡ショーなどを楽しん

人ホームに入所措置する制度です。 でいただくことにより、健康長寿のま

ちづくりを推進します｡

財源は？ 町の負担 財源は？ 町の負担

個人負担

支出内容 支出内容 交付金

老人ホーム保護措置費

（委託料）

★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

　高齢者の生きがいづくりや健康増進、 高齢者が収入のある仕事を通じ、地
地域のつながりを強化するため、各い 域社会へ参加していくこと、また健康
きいきクラブの活動に対し､会員数に応 で生きがいのある生活を推進していく

じ補助金を交付します｡ ため、シルバー人材センター事業を支

援しています。

財源は？ 県の負担

町の負担 　８６万円 財源は？ 町の負担   570万円

支出内容 ★補助金 支出内容 ★補助金   570万円

（高齢者支援係）

高齢者支援課

老人ホーム入所措置 1,200万円
高齢者福祉大会

100万円
(敬老のつどい）

シルバー人材センター推進
事業補助金 570万円

（高齢者支援係）

100万円

100万円

（高齢者支援係） （高齢者支援係）

いきいきクラブ活動事業補
助金 118万円

1,081万円

  119万円

1,200万円

  44万円

74万円

 118万円



★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

　地域に住む高齢者が気軽に参加でき､ 高齢者が住み慣れた地域で安心して

多くの方と交流することによって、自 暮らし続けられるよう、地域住民やボ

分の経験を生かしながら過ごせる場所 ランティア、地縁組織などが協力し、

づくりを目的に、ふれあいサロンの運 地域で地域の高齢者を支えていくこと

営を支援します。 を推進する事業です。

財源は？ 国の負担   15万円 財源は？ 国の負担

県の負担    8万円 県の負担

町の負担 　８６万円   8万円 町の負担 　８６万円

その他   31万円 その他

支出内容 ★補助金   46万円 支出内容 ★委託料

★報償費   16万円

（高齢者支援係）

　高齢者が、住み慣れた地域で自分ら

しい生活が続けられるよう、在宅医療

と介護を一体的に提供するためのシス

テムづくりを推進する事業です。

　芳賀郡市１市４町が連携し、医療と

介護の連携マニュアル作成や専門職の

研修等を行うとともに住民の方を対象

に「住民公開講座」も実施します。

財源は？ 国の負担

県の負担

町の負担 　８６万円

その他

支出内容 委託料

（高齢者支援係）

（高齢者支援係）

高齢者支援課

生活支援体制整備事業 137万円ふれあいサロン推進事業 62万円

 52万円

   26万円

   26万円

 33万円

 137万円

  30万円

  36万円

 156万円

在宅医療・介護連携
推進事業 156万円

  60万円

  30万円



　介護保険事業は、高齢者の方が安心して暮らせるように、さまざまな介護サー

ビスを提供し、高齢者の方とそのご家族を支援する制度です。

ており、給付事業を主とする『保険事業』と予防計画作成を主とする『介護サー

ビス事業』の2つの勘定に分けて、事業を行っております。

財源は？ 国の負担 3億3,767万円

県の負担 2億4,497万円

町の負担 2億6,329万円

40～64歳の方の保険料 4億4,173万円

65歳以上の方の保険料 4億2,684万円

その他、雑入等 550万円

支出内容 ・ 保険給付費 15億7,819万円

・ 地域支援事業費

・ その他、事務費等

財源は？ ・ 事業収入 595万円

支出内容 ・ 予防計画作成委託料 168万円

・ 保険事業勘定繰出金 385万円

・ その他、事務費等 42万円

（介護保険係・高齢者支援係）

　ケアプラン作成に携わった人件費を保険事業勘定に支出する費用
です。

　介護認定を受けられた方が、介護サービスを利用した場合の9割か
ら7割を負担する費用や、利用料が高額になった場合に支給される高
額介護サービスに要する費用です。

高齢者支援課

介護保険事業 17億2,595万円

　また、介護保険事業は、皆さまから納めていただく介護保険料と国や県、町が負

担する公費により運営され、町の一般会計から独立した「特別会計」の制度となっ

1億629万円

　総合事業利用者のサービス費や生活支援サービスの体制整備、認
知症対策、介護予防事業を行うためなどの費用です。

3,552万円

　認定区分が要支援者の方のケアプランを作成して得る収入です。

　認定区分が要支援者の方のケアプランを居宅介護支援事業者に委
託するための費用です。

保険事業勘定 17億2,000万円

介護サービス事業勘定 595万円



（年額）

高齢者支援課

◎ 第１号被保険者の保険料負担割合は２３％です。

◎ 低所得者の負担軽減を図るため、第１～３段階の保険料が軽減されました。

◎ 一定所得以上の方は、介護保険サービスの利用料が２割負担または３割負担に

   なります。

令和７年度

16,700円第1段階 基準額×0.285

保険料額

28,500円

40,200円

基準額×0.485

基準額×0.685

第2段階

第3段階

52,900円

58,800円

基準額×0.90

基準額

第4段階

第5段階

70,500円

76,400円

基準額×1.20

基準額×1.30

第6段階

第7段階

88,200円

99,900円

基準額×1.50

基準額×1.70

第8段階

第9段階

本人が住民税課税で、合計所得金額が210万円以上320万円未満の方

生活保護受給者、本人及び世帯全員が住民税非課税で、「合計所得金額+課税年金収入額」が80万

9千円以下の方

本人及び世帯全員が住民税非課税で、「合計所得金額+課税年金収入額」が80万9千円を超え、120万

円以下の方

本人及び世帯全員が住民税非課税で、「合計所得金額+課税年金収入額」が120万円を超える方

本人が住民税非課税で、「合計所得金額+課税年金収入額」が80万9千円以下の方（世帯内に住民税課

税者がいる場合）

本人が住民税非課税で、「合計所得金額+課税年金収入額」が80万9千円を超える方（世帯内に住民税

課税者がいる場合）

本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円未満の方

本人が住民税課税で、合計所得金額が120万円以上210万円未満の方

本人が住民税課税で、合計所得金額が320万円以上420万円未満の方

（介護保険係）

本人が住民税課税で、合計所得金額が420万円以上520万円未満の方

本人が住民税課税で、合計所得金額が520万円以上620万円未満の方

本人が住民税課税で、合計所得金額が620万円以上720万円未満の方

本人が住民税課税で、合計所得金額が720万円以上の方

基準額×2.40第13段階

111,700円

123,400円

135,200円
141,100円

第10段階

第11段階

第12段階

基準額×1.90

基準額×2.10

基準額×2.30

第11段階：

第12段階：

第13段階：

第1段階：

第2段階：

第10段階：

第3段階：

第4段階：

第5段階：

第6段階：

第7段階：

第8段階：

第9段階：



★ましこ未来計画事業（産業）

  農業者の生産性と所得の向上を目的に、補助金等の支援を行い地域の活性化を図る  農業者の生産性と所得の向上を目的に、交付金や補助金等の支援を行い、地域農業

の活性化に要する費用です。

財源は？ 県の負担 225万円
町の負担 528万円

支出内容

★露地野菜生産拡大支援事業費補助金 250万円

★アグリツ－リズム事業交付金　 200万円

★　魅力ある中山間地域づくり事業 125万円

★ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ資材購入費補助金 40万円

★　販路開拓支援費補助金　 10万円

芳賀公設市場負担金 70万円

使用済農業用資材処理事業 37万円
振興作物に係る補助金 16万円
いい芳賀いちご夢街道協議会 5万円

(農業振興係)

★ましこ未来計画事業（産業）

　地域の農業を牽引する担い手等への支援や新規就農者を確保していくための費用です。　地域の農業を牽引する担い手や新規就農者を確保するために、必要な設備の導入

や資材の購入を支援するために要する費用です。

財源は？ 国の負担 2,875万円

町の負担 709万円

支出内容

★新規就農者育成総合対策事業 2,175万円

★新規就農者等支援事業費補助金 468万円

★環境配慮型農業資材等購入費補助金　 400万円

★施設園芸等燃油価格高騰対策支援事業　 300万円

★農と食のプロジェクト交付金 200万円

★新技術・新品種導入研修等補助金 10万円

各農業者団体支援補助金  23万円

農業関係資金利子補給 8万円

(農業振興係)

農政課

地域農産物の振興 753万円

担い手育成支援 3,584万円



★ましこ未来計画事業（産業）

　農業者の経営安定と生産力の向上を   有害鳥獣による農作物等の被害防止

図るための費用のほか、環境保全型 のための費用や有害鳥獣の捕獲に従事

して捕獲した方への報償金です。

財源は？ 国の負担 490万円 財源は？ 県の負担 60万円

県の負担 26万円 町の負担 267万円

町の負担 149万円

支出内容 支出内容
無人ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ病害虫防除事業 122万円 ★ｲﾉｼｼ被害防止対策事業 30万円
経営所得安定対策推進事業 437万円 有害鳥獣捕獲報償金 297万円
環境保全型農業直接支払事業 106万円

（農業振興係） （農業振興係）

  有害鳥獣による農作物等の被害防止 　益子町畜産振興のための活動を支援

のために、狩猟免許を取得し、さらに する費用です。

更新し、狩猟登録して有害鳥獣の捕獲

に従事する方を支援する費用です。

財源は？ 町の負担 119万円 財源は？ 国の負担 1,200万円

町の負担  28万円

支出内容 支出内容

狩猟免許取得費補助金 53万円 消耗品  1万円

狩猟者登録費補助金 66万円 畜産振興協議会補助金  9万円

乳用牛群検定事業  18万円

配合飼料等価格高騰対策支援事業

 1,200万円

（農業振興係） （農業振興係）

農業の推進に要する費用です。

狩猟免許取得等支援 119万円 畜産振興 1,228万円

農政課

水田農業の推進 665万円 有害鳥獣対策 327万円



★ましこ未来計画事業（産業）

　外来カミキリムシ類により被害を 　道の駅施設の管理運営等に要する費用

受けた木の伐採や処分等に要する です。
費用です。

財源は？ 国の負担 75万円 財源は？ 町の負担 1,840万円

県の負担  25万円

町の負担  25万円

支出内容 支出内容
外来カミキリムシ類被害木伐採等事業費補助金 ★道の駅指定管理料 1,840万円

125万円

（農業振興係） （農業振興係）

★ましこ未来計画事業（資産）
　里山が持つ公益的機能の回復を図 　大郷戸ダム周辺の景観保持のための

り、明るく安全な里山林の整備に 施設管理等費用です。

要する費用です。

財源は？ 県の負担 543万円 財源は？ 町の負担 40万円

町の負担 620万円

支出内容 支出内容

町有林維持管理業務（委託料） ★大郷戸ダムトイレ消耗品 2万円

400万円 ★大郷戸ダム周辺緑地管理委託
とちぎの元気な森づくり事業交付金 （草刈り、トイレ清掃等） 27万円

500万円 ★大郷戸ダムトイレ維持管理費負担金

森林経営管理事業（委託料） 11万円

220万円

ナラ枯れ緊急対策事業費補助金

43万円
（農村整備係） （農村整備係）

1,163万円
大郷戸ダム周辺

40万円
施設管理事業

森林整備事業

農政課

道の駅事業 1,840万円125万円外来生物防除事業



財源は？ 町の負担

支出内容 運営補助金

町単独土地改良事業補助金

益子町土地改良区について

  土地改良事業を円滑に進めるための芳賀台地土地改良区に対する補助金、施設の

補修などに係る費用です。
  益子町、市貝町、芳賀町、茂木町、那須烏山市で計画面積に応じて分担します。

財源は？ 国の負担 198万円

県の負担 99万円

町の負担 1,266万円

支出内容 運営補助金 295万円

水利施設管理強化事業補助金 396万円

基幹水利施設管理事業負担金 281万円

送水路復旧工事負担金 591万円

芳賀台地土地改良区について

　国営かんがい排水事業が栃木県東部の益子町・市貝町・芳賀町・茂木町・那須

烏山市において、天水頼りの不安定営農を解消するために安定的な農業用水を確

保し、生産性の向上及び安定した地域農業の確立とその振興に寄与することを目

的として昭和62年度～平成14年度まで実施されました。

（農村整備係）

農政課

益子町土地改良区関係

（農村整備係）

芳賀台地土地改良区関係 1,563万円

  土地改良事業を円滑に進めるための益子町土地改良区に対する補助金、施設の補
修などに係る費用です。

390万円

85万円

475万円

475万円

　益子町土地改良区は8つの地区委員会（南部、北部、大沢、大羽、七井西部、益
子西部、小泉・本沼、里西・星の宮）から組織され、受益面積908.2ha、組合員数
1,508名です。総代50名、理事20名、監事3名です。

　益子町の受益面積は約439ha、組合員数約400名です。



★ましこ未来計画事業（暮らし）
　農家と地域の住民が一体となって、 　農業用ため池の劣化・耐震診断に

農地や水、農村環境を守る活動に対し おいて、補修工事の必要が有ると診

て補助を行う制度です。 断された中から優先順位を付け、順

　参加地区は生田目・上山・前沢・本 次改修事業を行う費用です。

郷松本・原・上大羽・大郷戸・東田井

・栗生・大平・小泉本沼・大沢・里西 実施設計

・下大羽・西明寺・北中・塙・長堤・ 泥部上池、生田目上池、生田目下池

新福寺・星の宮・青田・小宅・北益子 工事

・芦沼・大沢里 円道寺池、法堂寺上池

負担割合は国50％、県25％、町25％

財源は？ 国の負担

財源は？ 国の負担 県の負担

県の負担 町の負担

町の負担

支出内容 ★ 支出内容 ★
1億  237万円 工事費

（農村整備係） （農村整備係）

★ましこ未来計画事業（産業）

県営土地改良事業にかかる負担金です。

・小泉･本沼地区

今年度は、換地計画書作成を実施します。

計画受益面積      68.6ha

・里西･星の宮地区

今年度は、設計、換地計画原案作成等を実施します。

計画受益面積      

・負担割合は、国50％、県30％、町12.5％、地元7.5％

財源は？　　 町負担　 525万円

支出内容　 負担金 525万円

(農村整備係）

4,719万円

4,730万円

525万円

3,850万円

2,145万円

1,716万円

33.0ha

土地改良事業

補助金

5,118万円

2,559万円

2,560万円

農地維持、資源向上活動 業務委託費

農政課

多面的機能
1億237万円 8,580万円

支払交付金事業
防災重点農業用ため池
改修事業



★ましこ未来計画事業（産業） ★ましこ未来計画事業（産業）

　地域ぐるみの農地集積・集約を

支援するための費用です。

財源は？ 町の負担 財源は？ 国の負担   356万円

支出内容 支出内容

★耕作放棄地解消対策事業費補助金 ★人件費 351万円

30万円 ★消耗品 2万円

★賃借料 1万円

★通信運搬費 2万円

（農地係） （農地係）

★ましこ未来計画事業（産業）

農業委員会は、優良農地を守り、農地の権利移転や転用等について審査を

行う機関です。また、農業者の公的な代表機関として、農地の有効利用と担

い手の確保・育成を中心に地域農業の振興を図っていきます。

財源は？ 県の負担

町の負担

その他

支出内容 ★委員報酬

★消耗品

★賃借料

★その他

（農地係）

農業委員会

農政課

1,078万円

40万円

21万円

耕作放棄地解消 30万円 農地中間管理事業 356万円

　耕作放棄地の耕作のために必要な農

地の再生に要する費用の一部を助成し

ます。

30万円

82万円

1,221万円

159万円

1,058万円

4万円



★ましこ未来計画事業（産業） ★ましこ未来計画事業（産業）

財源は？ 町の負担 3,840万円 財源は？ 町の負担 739万円

(1)起業セミナー受講支援補助金 支出内容

5万円 設備導入補助金 250万円

益子焼後継者支援事業 336万円

（家賃補助・設備賃借補助・雇用支援）

(2)チャレンジショップ 支援金の交付 153万円

7万円 （負担金・補助金・交付金・消耗品費）

・支援先 益子焼関係団体振興協議会

益子焼協同組合

益子芳星高校

（商工係）

(3)起業支援補助金

　 250万円

★ましこ未来計画事業（産業）

　求職者を対象としたセミナーや、

町内企業等就職面接会を開催し、

町民が安心して働けるよう応援します。

(4)中小企業振興資金

　　 信用保証料補助　249万円

利子補給補助金　180万円 財源は？ 町の負担 273万円

　利率の優遇措置等で事業者を

支援します。 支出内容 セミナー等開催費用
273万円

(5)次世代経営協議会

　 100万円

　セミナーや優良企業視察等を

通じ、次世代の経営を担う若手経

営人材の資質向上と経営者間の連

携を図ります。
（商工係） （商工係）

　起業準備段階の者を対象とした
研修やセミナー等の受講料等を補
助します。

　町所有の店舗を利用希望者に一
定期間貸し出すことで、経営ノウ
ハウの習得や町内での独立開業を
支援する事業です。

　地域経済の活性化及び振興を図
るため、町内で起業する個人や法
人に対し、その経費の一部（最大
100万円)を補助します。

観光商工課

起業支援 3,840万円

　起業者を支援するため、準備段階か
ら起業後の安定した経営に至るまで切
れ目のない支援に取り組みます。

地場産業育成・益子焼後継
者・産地活性化支援 739万円

　ふるさと納税事業協力事業者や益子
焼を生業として志す事業者を支援しま
す。

273万円就労支援

準

備

段

階

起

業

後

起

業

時



ましこ花の
まちづくり事業

★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（産業）

財源は？ 町の負担 750万円 財源は？ 国・県の負担 100万円

町の負担 114万円
支出内容 交付金 750万円

花の苗、大規模花畑イベ 支出内容 委託料 200万円

ント、広報活動、管理補 報償費 12万円
償費等 食糧費 2万円

（交付金）

（商工係）

★ましこ未来計画事業（産業）

財源は？ 国の負担 3,710万円
町の負担 3,602万円

支出内容 地域通貨運営事業 3,554万円

（システム導入業務委託料、事業運営に係る交付金）

益子町商工会の事業運営に係る支援 1,758万円

（補助金、賞賜金、商店街の賑わい創出事業）

プレミアム商品券事業 2,000万円
（商工係）

　町内で循環するお金「地域通貨」の事業を実施すること
で、地域経済や地域コミュニティの活性化を図ります。
　また、商工業の振興を図る目的で、プレミアム商品券発行
や益子町商工会に補助金を支出します。

益子本通り
まちづくり支援

　益子駅から城内坂に向かう益子本
通り地区のまちづくりについて検討
します。

（観光係）

観光商工課

750万円 214万円

　「ましこ花のまちづくり」を推進
し、花でつつまれた美しい益子町を目
指します。大規模花畑イベントの開催
を通じて花をいかしたまちづくりを進
めていきます。

地域経済の活性化 7,312万円



★ましこ未来計画事業（産業）

観光客が安心して楽しむことができる受け入れ環境を整えます。

支出内容 観光情報の一元化 万円
　（観光パンフレット・ホームページの活用）

観光ＰＲ 万円
（益子大使による国内外への情報発信支援・各協議会負担金）

二次交通（シェアサイクル）の整備 万円

(観光係）

★ましこ未来計画事業（産業）

地域経営を担うDMOと連携し、コト消費など地域の特色ある観光資源を

活かした観光地域づくりを進めることにより、町外の顧客をつくります。

財源は？ 国の負担 万円

町の負担 万円

DMOの負担 万円

使用料等 万円

支出内容 戦略的な観光振興事業（DMO交付金（人件費含む）） 万円

地域力創造アドバイザー・地域活性化起業人の活用 万円

滞在型観光の推進 万円
　（ましこ悠和館維持管理・平和のギャラリー運営）

観光イベント支援 万円
　（陶器市への補助・「おもてなしのまち」益子の醸成事業に対する補助）

(観光係）

益子町の観光の振興を図る目的で益子町観光協会に補助金を支出します。

財源は？ 町の負担 万円

支出内容 補助金 万円

・交付先　益子町観光協会

(観光係）

3,511

観光商工課

観光基盤の整備 385 万円

139

76

DMOを核とした観光地域づくり 5,928 万円

300

170

420

1,697

1,867

277

2,245

1,040

1,539

観光協会補助金 1,040 万円

1,040



★ましこ未来計画事業（暮らし）

財源は？ 国の負担 353万円

県の負担 176万円

町の負担 403万円

支出内容 ★移住支援金・地方就職支援金 705万円

★お試し住宅関連 105万円

★ワンストップ窓口関連 43万円

★その他移住促進事業費等 79万円

（未来共創推進室）

★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

財源は？　　町の負担 600万円 財源は？　　町の負担 192万円

支出内容 支出内容

★補助金 600万円 ★補助金 192万円

（未来共創推進室） （未来共創推進室）

　若者の住まいづくりを応援するた
め、新築もしくは建売住宅を取得し
て本町に移住・定住する40歳未満の
方に奨励金を交付する費用です。
　奨励金（定額）・・・・・25万円

　町内の貸家住宅に新たに住所を設定
した40歳未満の子育て世帯の家賃を補
助する費用です。

　補助率　家賃の支払い額（勤務先等
　　　　　からの住宅手当等差引後）
　　　　　の２分の１（上限２万円）
　期間　　２年間

定住促進住まいづく
り奨励金 600万円

若年子育て世帯家賃
補助金 192万円

観光商工課

移住定住推進事業 932万円

　少子化や転出超過による人口減少を食い止めるため、UIJターンによる移
住・定住の促進や地域主体の取組を推進するための費用です。



★ましこ未来計画事業（経営体）

寄附目標額 1億5,000万円

財源は？ 町の負担 7,500万円

支出内容 ★返礼品代 4,500万円

★Ｗｅｂサービス利用料 1,693万円

★送料等 1,096万円

★各種手数料 211万円

（未来共創推進室）

★ましこ未来計画事業（暮らし） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

財源は？　　町の負担国の負担 337万円 財源は？　　町の負担国の負担 550万円

町の負担 139万円 町の負担 44万円

支出内容 地域おこし協力隊 支出内容 地域おこし協力隊

337万円 563万円

施設賃料 110万円 その他事業費

その他事業費 29万円 31万円

（未来共創推進室） （未来共創推進室）

　益子町で「仕事・暮らし」の両面
を体験できる留学制度を開始し、若
者の地方への参入のハードルを下
げ、関係人口の創出や、結果的に移
住定住に繋がる仕組みを作ります。

　令和5年7月に設置した益子町未来
共創拠点施設SHIBUYA QWSに係る事
業。関係人口、移住定住、ふるさと
納税などを中心に推進します。

観光商工課

ふるさと納税推進事業 7,500万円

未来共創拠点事業 598万円
関係地域・関係人口
創出事業 594万円

　ふるさとづくり寄付条例に基づくふるさと納税の推進と益子町特産品のＰ
Ｒ、販売促進および地域産業活性化との相乗効果を目的に、ふるさと納税を
された方に特産品やサービスを返礼品として贈呈するための費用です。

町外にお住まいのお知り合いの方に「益子町へのふるさと納税」を

ぜひご案内ください。



★ましこ未来計画事業（資産）

周遊性や歩行者、自転車に配慮した道路整備と「狭あい(幅員4m未満)」な箇所の

町道の改良や舗装などの整備をします。

財源は？ 国の負担 万円
町の負担 万円

支出内容　 測量設計費 万円
用地買収および補償費 万円
工事請負費 万円

〇工事箇所 町道170号一の沢円道寺線 万円
町道155号参考館線 万円
町道100号住宅焼却場線ほか 万円
その他改良舗装工事（各地） 万円

〇用地買収等 町道4号栗崎道祖土線

○測量設計 町道4号栗崎道祖土線　ほか

（土木係）

自治会等が実施する道路整備に関し、必要な原材料を支給します。

（一箇所あたり80万円相当額を上限とします）

財源は？ 町の負担 万円

支出内容 原材料費 万円

〔解説〕原材料とは…

道路整備に必要な下記のものです。

砕石、生コンクリート、木杭、

木板（型枠、土留用）、目地材、

鉄筋、アスファルト合材、

側溝等コンクリート製品

（土木係）

4,000

9,000

建設課

道路橋りょう新設改良事業 1億4,330万円

5,582

8,748

3,700

1,630

道普請事業原材料支給 250万円

250

250

3,000

1,200

800

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会生この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会生この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会生この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会生この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。。

地域の皆さんによる道普請の状況

←整備前（通学路）

↓拡幅整備後



道路や橋りょうの点検、維持補修工事を行います。

財源は？ 国の負担 万円

町の負担 万円

支出内容 道路維持補修工事 万円

道路舗装修繕工事 万円

橋りょう設計業務 万円
橋りょう補修工事 万円

財源は？ 国の負担 万円

県の負担 万円

町の負担 万円

支出内容 地籍調査業務委託等 万円

建設課

道路橋りょう 維持事業 1億300万円

2,475

7,825

2,500

3,300

4,107

2,053

2,305

8,465

1,200

3,300

（地籍調査係）

　一筆ごとの土地について、所有者、地番、地目等を調査するとともに、土地の境
界確認を行い面積を算出し、地籍図と地籍簿を作成します。それを基に登記所の登
記記録の内容を改め、地籍図を新たな公図として備え付けるものです。

（土木係）

地籍調査事業 8,465万円



★ましこ未来計画事業（資産）
水道事業統合に関する協定により、

　役場周辺の土地区画整理事業を円滑に進 構成町（益子町・芳賀町・市貝町）が

めるための益子町役場周辺土地区画整理組 負担する水道事業助成です。

合に対する負担金、助成金に係る費用です。

財源は？ 町の負担 万円

財源は？ 町の負担 万円

支出内容 補助金 万円

支出内容 負担金 万円

助成金 万円 ◎上水道に関するお問い合わせは

 芳賀中部上水道企業団

〒321-3304

芳賀郡芳賀町大字祖母井1703

℡０２８-６７７-１６６１

（都市計画係） （下水道係）

大きな地震で倒壊する恐れのある住宅

(昭和56年5月31日以前に建築)の耐震性能

を診断し改修、又は建替えする事業に対し

て補助します。

財源は？ 国の負担 万円

県の負担 万円

町の負担 万円

支出内容 耐震診断業務   9.6万円×4件

耐震改修補助   115万円×1件

耐震建替補助   100万円×3件

とちぎ材補助    10万円×3件

（都市計画係）

2億1,794

役場周辺土地
区画整理事業

建設課

芳賀中部上水道企業
団水道事業補助

5,180万円2億1,794万円

5,180

1億7,894

3,900

484万円

5,180

木造建築物耐震改修・
診断補助事業

226

143

115



★ましこ未来計画事業（資産）

　昭和55年度から下水道の整備を推進し平成2年3月に供用を開始して以来、毎年整

備区域の拡充を図り、公共用水域の水質保全につとめております。

　下水道を利用できる区域の皆さんには、家庭からの生活雑排水を川や池などに直

接流すことなく、また、トイレは早期に水洗化して下水道に接続されますよう、

ご協力をお願いします。

収入内訳 国の負担

財源は？ 町の負担

借入金

長期前受金戻入

利用者負担

（負担金・使用料・手数料）

補てん財源 収入額が支出額に対し不足する額を補てんします。

支出内容 新規の下水道施設に要する費用

新しく下水管を埋設するための工事に係る費用で公共マス設置や

処理場等の施設建設工事も含まれます。
既設の下水管補修に要する費用

下水管や道路舗装の修理費用です。
水処理と維持管理に要する費用

（うち人件費2,728万円）

事業運営に係る需用費や負担金、汚水を処理するための維持管理、

事業計画策定、工事設計業務、減価償却等の費用です。

借入金返済に要する費用

（利子分も含む）

下水管布設と処理施設建設のために借り入れたお金の返済に係る

費用です。

予備費

◎借入金残高

令和６年度末現在 23億3,110万円

令和７年度借入額 (見込） 1億1,460万円

令和７年度返済額 1億3,401万円

令和７年度末現在 (見込） 23億1,169万円

2億2,546万円

106万円

建設課

下水道事業会計（公共下水道事業） 7億2,129万円

1億1,395万円

2億1,530万円

3億4,005万円

1億5,367万円

105万円

（下水道係）

1億1,460万円

9,812万円

8,013万円
スイスイ

（下水道の案内人）



　農村地域における農業用水の水質保全と生活環境の改善につとめております。

これまでに、長堤上山地区、小宅地区と東田井地区の３地区が供用開始しており、

それぞれの処理施設において、維持管理を行っています。

収入内訳 町の負担 万円
財源は？ 借入金 万円

長期前受金戻入 万円
利用者負担(使用料・手数料） 万円
補てん財源 収入額が支出額に対し不足する額を補てんします。

支出内容 水処理と維持管理に要する費用 万円 （うち人件費559万円）

事業運営に係る需用費や負担金、

長堤上山地区、小宅地区と東田井地区の３つの処理施設の水処理と

汚泥処理の維持管理や事業計画策定、減価償却等の費用です。

借入金返済に要する費用 万円
（利子分も含む）

下水管布設と処理施設建設のために国から借り入れたお金の返済に

係る費用です。
予備費 万円

◎借入金残高

令和６年度末現在 3億1,163万円
令和７年度借入額 (見込） 0万円
令和７年度返済額 4,444万円
令和７年度末現在 (見込） 2億6,719万円

（下水道係）

財源は？ 国の負担 万円
県の負担 万円
町の負担 万円

支出内容 設置者への補助（補助金） 万円

５人槽（1基332,000円以内） 35基 敷地内処理（1基100,000円以内） 25基

７人槽（1基414,000円以内） 18基 指定区域５人槽（1基30,000円以内） 2基

10人槽（1基548,000円以内）   2基 指定区域７人槽（1基50,000円以内） 2基

（下水道係）

建設課

下水道事業会計（農業集落排水事業） 1億7,493万円

8,500

0

4,086

2,627

12,355

5,038

100

2,283

合併浄化槽事業 2,283万円

　公共下水道事業の認可区域外及び農業集落排水事業の区域以外の水質浄化のために
設置される浄化槽等の補助です。

672

199

1,412



　議員が様々な議会の活動を行うための予算（経費）となります。

○報酬・手当・・・報酬は毎月支給し、手当は６月と１２月に支給します。

報酬月額　議長　350,000円　副議長　290,000円　議員　255,000円

財源は？ 町の負担 5,908万円　

支出内容 議員への報酬・期末手当の支給 5,908万円　

○議会行政視察・・・議員全員で他市町の状況について調査、研究する費用です。

財源は？ 町の負担 24万円

支出内容　　　　　　　　   宿泊代（旅費） 24万円

○政務活動費・・・議員の調査研究に必要な経費の一部として、会派・議員に対

  して交付します。

財源は？ 町の負担 168万円　

支出内容 交通費、宿泊代、印刷代等 168万円　

（議会事務局）

議会事務局

議員活動費 6,100万円

本会議場



　本会議における議案の審議や議員の

一般質問、委員会活動等の議会活動を

住民に報告するため、年５回発行し、

町内の各世帯に配付します。

発行月 1月、2月、5月、8月、11月

財源は？ 町の負担 249万円

支出内容 印刷費用　 249万円

　定例会毎に会議録を作成しています。

　会議録は、議会保存用、執行部用、閲

覧用の３部作成します。

　会議録の閲覧は、町ホームページでも、

閲覧することができます。 ～議会議員の活動をあなた自身

の目で見てみませんか～

財源は？ 町の負担 241万円 　　町議会の本会議は、簡単な手続き

　で傍聴することができます。

支出内容 業者への委託 160万円 　　受付は、本会議当日、議会事務局(役場

会議録検索システム 　3階）で傍聴証を受け取ってください。　

使用料 81万円
　　また、１階ホールのモニターで議会の

　定例会の審議日程については、町のホーム 　様子を放映しています。

ページでお知らせしています。

（議会事務局）

議会事務局

議会だよりの発行 249万円

（議会事務局）

会議録の作成 241万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会

議会を傍聴しませんか



　町内小・中学校の児童・生徒に安全 　児童生徒一人一人に対するきめ細や

安心な給食を提供します。 かな支援と学習内容の充実を図るため

　給食調理及び配送業務は、民間委託 に、小中学校に指導助手を配置してい

をしています。 ます。（小学校11名、中学校6名）

給食予定日数　　　199日

財源は？ 国の負担     893万円 財源は？ 町の負担 7,811万円

町の負担  13,490万円

支出内容 報酬 4,733万円

支出内容 光熱水費、修繕費等 社会保険料 1,070万円

4,370万円 賞与 1,793万円

給食調理業務委託料等 通勤手当   120万円

7,459万円 地域手当 　 95万円

備品購入費 1,016万円

その他の経費 1,538万円

　平成１８年度をもって閉校となった 　学校施設の維持管理や機能向上のため

旧山本小・大羽小・小宅小の児童並び 修繕工事を行います。

に遠距離通学となる小泉・本沼・梅ケ

内・東田井・新福寺地区等の児童を対 財源は？ 町の負担 1,261万円

象として登下校時にスクールバスを運

行しています。 支出内容
益子小プール濾材交換 　 93万円

財源は？ 町の負担 2,703万円 益子西小インターホン更新 　260万円
田野中プール滅菌器交換 　 28万円

支出内容 運行の業務委託等 その他修繕費 　880万円

2,703万円

町立小学校
スクールバス 2,703万円 小中学校施設修繕工事 1,261万円

（庶務管理係） （庶務管理係）

学校教育課

指導助手配置事業 7,811万円

（学校給食係） （学校教育係）

学校給食
ｾﾝﾀｰ運営費 1億4,383万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



★ましこ未来計画事業（人財）

　スクールガードの登録者数を増やし 　各学校に学校司書を配置し、蔵書管理
学校や通学路で子どもたちを見守るボ や図書の選定、授業支援を行い、学校図
ランティア活動を推進します。また、 書館の活用を図ります。また、標準蔵書
新小学１年生には防犯ブザーを配付し 数に応じた図書の購入をします。
ます。

国の負担 財源は？ 町の負担 1,177万円

財源は？ 県の負担 　10万円

町の負担 　20万円 支出内容 ★報酬   577万円

★社会保険料 　122万円

支出内容 ★報償費 　15万円 ★賞与   222万円

★通勤手当  　18万円

★保険料 　 2万円 ★地域手当 　 12万円
（スクールガード） (学校司書)

★消耗品 　13万円 ★図書購入費   210万円

（信号灯･防犯ブザー） ★消耗品費    16万円

　ICT教育(情報通信技術を活用した学 　中学校に運動部活動外部指導者や

校教育)の推進を図るため、AIドリル、 外部顧問を派遣し、質の高い指導を

授業支援アプリ、ICT教育支援員の導入 行います。

や校内ネットワークの整備を進めます。 　また各小中学校において、体力づ

くりに必要な運動用具を整備します。

財源は？ 国の負担  　33万円

県の負担 5,819万円 財源は？ 国の負担 437万円

町の負担 8,047万円 町の負担 454万円

支出内容 ★使用料及び賃借料 支出内容 ★ 866万円

2,898万円 ★保険料   4万円

★委託料 1,223万円

★消耗品費 1,050万円
（教師用指導書･教材･指導資料） ★消耗品費  21万円

★備品購入費 8,728万円
（学習用1人1台端末）

（スクールガードリーダー）

（学校教育係） （学校教育係）

891万円スポーツ活動推進事業

★ましこ未来計画事業（人財）

（学校教育係）

報償費

（運動部活動外部指導者）

（部活動外部顧問）

     （庶務管理係・学校教育係）

（運動能力向上用具購入費）

ICT教育推進事業 1億3,899万円

★ましこ未来計画事業（人財）

★ましこ未来計画事業（暮らし）

学校教育課

通学路の交通安全 30万円 読書活動推進事業 1,177万円

障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会

障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



★ましこ未来計画事業（人財）

　小学校４・５年生、中学校１・２年
生で宿泊体験学習、中学校２年で職場 小学校３・４年生、中学校にて活用

体験学習（マイチャレンジ事業）を実

施しています。運営面の支援として、 文化芸術活動を充実させるため、陶

補助金や、宿泊体験学習実施に伴う車 芸講師の配備や陶芸用消耗品等を購

の借り上げ業務を行います。 入し、毎年陶芸展を開催しています。

財源は？ 町の負担  279万円 財源は？ 町の負担 242万円

支出内容 ★使用料及び賃借料 197万円 支出内容 ★印刷製本費  140万円
（バス借り上げ料） ★報償費  94万円

★補助金    82万円
（児童生徒宿泊訓練事業補助金）

（マイチャレンジ推進事業助金）

★消耗品費   8万円

（学校教育係・庶務管理係）

　小学校に２名、中学校に２名の外国

語指導助手(ＡＬＴ)を配置しています。

中学校では、生徒の英語力及び学習意

欲の向上のため、英検検定料（３級以

上）の補助を行います。

財源は？ 町の負担 1,862万円

支出内容 ★委託料 1,795万円

★補助金 　 62万円

★消耗品費 5万円

（外国語指導助手委託料）

（英語検定受験者補助金）

（学校教育係）

英語活動の推進 1,862万円

★ましこ未来計画事業（人財）

（学校教育係）

学校教育課

体験活動事業 279万円 豊かな心の育成事業 242万円

★ましこ未来計画事業（人財）

　郷土の歴史を学ぶ副読本を作成し

（町芸術祭参加児童生徒記念品）

（陶芸非常勤講師、文化部活動外部指導者）

（陶芸展参加賞･陶芸展入賞者記念品）

しています。また陶芸文化に親しみ

障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



　生涯学習推進協議会の設置や生涯学 　学習ガイドブックの発行や「町民の

習推進員、生涯学習地区推進会の支援 つどい」の開催により学習活動に関す

により、生涯学習の推進について町民 る情報を提供するとともに、学習相談

のみなさまと一緒に考えます。 窓口を充実します。

財源は？ 町の負担

財源は？ 町の負担

支出内容 生涯学習推進協議会

委員の報償 支出内容 町民のつどい開催費用

（報償費） （委託料）

生涯学習推進員研修 ガイドブック発行費用

会の資料などの費用 （消耗品費）

（消耗品費）

（報償費）

　親及び親に準ずる者を対象に、家庭

教育について考える機会を提供し、幼
児教育や小学校学童期及び青年前期の

中学生の教育についての理解を深める

とともに、家庭の教育力の向上を図り

財源は？ 町の負担 1万円 ます。

支出内容 講師報償費 1万円

（報償費） 財源は？ 町の負担

事業内容 支出内容 家庭教育学級

　・各種高齢者学級講座の開催 に対する補助

（補助金）

　 関連事業

・子育て親育ち講座の開設

・教育相談の開設

　健康づくりなどの暮らしに役立つ講
座を開き、明るく生きがいのある人生
を送れるようにします。

127万円

127万円

（生涯学習係） （生涯学習係）

（生涯学習係） （生涯学習係）

高齢者の生きがいづ
くり 1万円 家庭教育学級の開設 127万円

5万円

生涯学習課

生涯学習推進組織の
設置・支援 49万円

学習相談、情報提
供、講座の開設 22万円

49万円

22万円

42万円 20万円

2万円

2万円



　住民のみなさまの意見を社会教育事

業計画や、実施する事業に反映させて

いきます。

財源は？ 町の負担 財源は？ 町の負担 27万円

支出内容 委員の報酬等 支出内容 子ども会育成会 27万円

（報酬・旅費） 連絡協議会へ補助
（補助金）

社会教育委員・公民館運営審議会委員 支援事業
委員数 １５名 ・ジュニア、ユースリーダースクラブ
任期 ２年 　　の育成指導

・各種研修会の開催
　・ましこいきいきトライやるスクール

　の開催

★ましこ未来計画事業（人財） ★ましこ未来計画事業（暮らし）

まちづくりや地域の課題解決に 　二十歳になった次世代の社会を担う

取り組む実践者を育成するため、 若者たちを祝い励ますとともに、成人

ましこ未来大学を開講します。 としての自覚を促します。

財源は？ 町の負担 財源は？ 町の負担 30万円

支出内容 記念品代 30万円

支出内容 講師の招聘 （消耗品費）

（報償費）

講師食事・飲

み物代（食糧費）

消耗品費

（生涯学習係） （生涯学習係）

36万円

24万円

3万円

9万円

の開催

14万円

14万円

（生涯学習係） （生涯学習係）

ましこ未来大学事業 36万円
「二十歳のつどい」

30万円

　次代を担う青少年の健全な育成のた
めに子ども会を支援します。

生涯学習課

社会教育を推進するた
めの組織の運営 14万円

子ども会育成会の支
援 27万円



　青少年の健全育成を目指し、青少年 ★ましこ未来計画事業（人財）
育成協議会の活動を中心に、家庭・地

域・学校が一体となった取組を支援し 　中央公民館の図書室の図書購入等

ます。 図書室に運営にかかる費用です。

財源は？ 町の負担 財源は？ 町の負担 716万円

支出内容 育成協議会 支出内容 親子読書教室等

（補助金） （報償費） 　9万円

図書室用消耗品

（消耗品） 　15万円

図書管理システム保守等
利用料（使用料）186万円

　各女性団体、婦人学級の連携強化を 移動図書館車燃料費

図り、男女共同参画の構築を実現する （燃料費） 6万円
ために必要な活動を支援します。 図書・備品の購入

（備品） 500万円
財源は？ 町の負担 43万円

支出内容 益子町女性団体 43万円

協議会へ補助

（補助金） ★ましこ未来計画事業（人財・資産）

　新図書館建設に向け、設計業務を

行います。

★ましこ未来計画事業 財源は？ 国の負担 2,350万円
町の負担 400万円
借入金 780万円

支出内容 図書館整備設計業務

（委託料） 　3,220万円

財源は？ 町の負担 図書館整備設計支援

（委託料） 　200万円

支出内容 委員の報償 112万円 図書館整備アドバイザー

（報償費） （委託料） 　110万円

講演会 　5万円

（委託料）

消耗品 13万円
（消耗品費）

　未来を担う子どもたちの豊かな成長
のために、学校と地域住民等が力を合
わせて学校運営に取り組むための支援
をします。

130万円

（生涯学習係）

17万円

（生涯学習係）

新図書館建設 3,530万円

（生涯学習係）

（生涯学習係）

女性団体の支援 43万円

（生涯学習係）

コミュニティ・ス
クールの支援 130万円

17万円

生涯学習課

青少年育成事業 17万円 716万円図書室の運営



　町民が気軽に優れた文化や芸術にふ 　各種の文化グループや個人に対し、

れる場や機会を充実させるために、町 相互交流や発表の場を提供することに

民会館を中心に自主事業を実施します。 よって、住民の文化・芸術活動を支援

します。

財源は？ 町の負担 財源は？ 町の負担 87万円

支出内容 町音楽祭 支出内容 文化協会 6万円
（委託料・賃借料） （補助金）

地域移動博物館 町文化祭 55万円
（委託料） （委託料）

ｱﾏﾁｭｱﾊﾞﾝﾄﾞｺﾝｻｰﾄ 芳賀地区芸術祭
（委託料） 40万円 （委託料） 26万円

　住民が積極的に公民館活動に参加でき、優れた芸術文化に触れることができる場

として各施設の維持・管理に努め、利用促進を図ります。

財源は？ 町の負担 4,455万円 消耗品費 50万円

使用料収入 146万円 （消防設備・照明機材等）

繰入金 7,139万円 燃料費 242万円
（公用車燃料・冷暖房用灯油等）

光熱水費 1,927万円

修繕料 491万円
（消防設備・建物等）

手数料・保険料 10万円
（設備検査手数料・施設賠償責任保険料等）

委託料 1,787万円
（施設管理業務等）

使用料及び賃借料 87万円
（公用車リース等）

工事費 7,139万円
（町民センター西側他駐車場整備）

原材料費 7万円
（駐車場補修材料）

生涯学習課

自主事業等の開催 85万円

85万円

自主文化活動の支援 87万円

31万円

14万円

（文化係）

（文化係）（文化係）

中央公民館及び町民会館の維持管理費 1億1,740万円



★ましこ未来計画事業（資産）

　益子町には、数多くの文化財が継承されています。それらの文化財を核として

保存・活用するための事業を実施します。

財源は？ 町の負担 598万円

県支出金 11万円

支出内容

◆文化財保護審議会委員報酬等 8万円
（審議会委員・調査員）

◆歴史文化基本構想推進事業

委員報償等　 10万円

歴史講座報償費等 4万円

◆文化財の保存・振興事業

町指定文化財修繕 31万円

文化財保存事業費補助金 400万円

民俗芸能交付金 66万円

◆ましこ検定・世間遺産活用事業

委員報償等　 10万円 ましこ検定PR展示

整備費補助金 60万円

交付金 20万円 （文化係）

★ましこ未来計画事業（資産）

　日本遺産認定を契機に笠間市と連携して日本遺産の普及・啓発を図るほか、周遊

ルートなどの環境整備を行い、地域全体の魅力向上につなげます。

財源は？ 町の負担 405万円

支出内容

◆かさましこ日本遺産活性化協議会事業

(交付金) 405万円

文化振興/普及啓発事業

・日本遺産シンポジウム

・文化財公開

・小中学校向け出前講座

・かさましこ推奨店、関連商品開発 他

観光誘客/PR事業

・かさましこガイドツアー かさましこガイドトライアルツアー

・旅行商品造成、販売
・ホームページ発信力強化、イベントPR 他 （文化係）

生涯学習課

歴史や文化財、風習の活用と継承事業 609万円

日本遺産を通じた地域活性化の推進事業 405万円



★ましこ未来計画事業（産業）

　益子町の文化遺産や風土を活かしながら、地域に根ざした特色ある芸術文化の
創造と益子国際工芸交流館を核とした交流事業を通して人材を育成し、誰もが芸
術文化活動に参加できるまちづくりを目指します。

支出内容　　交付金　　 1,350万円

・交付先　文化のまちづくり実行委員会

・事業内容

(1)益子陶芸美術館　
陶芸を中心とした工芸に関する展覧会を開催します。

学校団体を対象に益子焼の歴史に関する学習案内を行います。

(2)益子国際工芸交流館　
　国内外の工芸家招聘、公募によるアーティスト・イン・レジデンス事業の実施、
町内工芸家のイギリス派遣をとおして工芸文化の発展を支援します。

　    【益子陶芸美術館】  【益子国際工芸交流館】

（陶芸美術館係）

生涯学習課

文化のまちづくり1,350万円

文化のまちづくり 1,800万円

財源は？　　町の負担　 1,350万円



　町内の学校の体育館やグラウンドを、 　町スポーツ協会では、各種競技大会

学校教育に支障のない範囲で社会体育 の開催、郡市民スポーツ交流大会・

活動のために使用出来るように開放し 芳賀地区スポーツレクリエーション

ています。使用は、１０名以上の町民 祭・県民スポーツ大会への選手派遣、

で構成する団体で、事前の登録及び予 各種競技団体への支援を行っていま

約が必要です。 す。さらに、各競技専門部では、それ

　 ぞれの大会運営やスポーツ教室を

財源は？ 町の負担 78万円 開催するなど、スポーツの普及や指

使用料 30万円 導を行っています。町では、これら

の活動を支援するために、運営費を

支出内容 管理員報酬 90万円 補助しています。

(委託料）
清掃用具代 12万円 財源は？ 町の負担

(消耗品費）
県立学校使用料 6万円 支出内容 運営費補助

（使用料） （補助金）

★ましこ未来計画事業（人財）
　小学生のスポーツは、スポーツ少年 　町駅伝競走大会は、今年で44回目

団を中心に行われています。関東大会 の開催となります。

や全国大会にも出場するなど、活発な 　大会の運営は、町スポーツ協会に

活動を行っています。町では、団の活 委託しています。

動や運営を支援し、大会の開催、指導

者の育成を図っています。

◆開催日：令和7年11月9日(日)

◆会　場：町内特設コース

財源は？ 町の負担

支出内容 運営費補助 財源は？ 町の負担
(補助金）

指導者手当 支出内容 運営委託費

(報償費） (委託料）

149万円

149万円

生涯学習課

学校施設開放事業 108万円
スポーツ協会の支
援

149万円

(スポーツ振興係) (スポーツ振興係)

(スポーツ振興係) (スポーツ振興係)

スポーツ少年団の
支援

72万円
駅伝競走大会
の開催

47万円

72万円

27万円 47万円

45万円 47万円

この補助金は、特別保育補助金と延長保育事業の２つに分けられます。障がいのある方が、その有する能力や適正に応じて、自立した日常生活又は社会



★ましこ未来計画事業（人財）
　スポーツ施設の維持管理経費です。

　 　平成２５年２月１７日に設立、

財源は？ 町の負担 13年目を迎える益子町総合型地域ス

使用料 ポーツクラブ（ましこチャレンジク

スポーツ振興くじ ラブ）への支援を行います。

助成金 　ましこチャレンジクラブは、町民

が健全なスポーツ・文化活動を通し

支出内容 管理委託等 て、町民の健康増進と地域コミュニ

（委託料、光熱水費,工事費等） ティの充実を図る目的に１８種目の

施設の経費 プログラムがあります。

◆総合体育館

◆町民センター 財源は？ 町の負担

◆町民プール

◆南運動公園 支出内容 補助金

◆北運動場

◆北公園

★ましこ未来計画事業（人財）
　元オリンピック選手や第一線で活躍

経験のあるアスリートによるスポーツ

教室を開催し、子供達にスポーツに対

する興味と将来への夢を持たせます。

財源は？ 町の負担

スポーツ振興くじ

助成金
支出内容 運営委託等

（委託料、報償費）
◆少年スポーツ教室 260万円

◆スポーツ教室   5万円

◆益子町民デー  48万円

◆栃木ＳＣ地域支援業務  88万円

生涯学習課

体育施設の維持管理 5,754万円 益子町総合型地域スポーツ
クラブへの支援 45万円

1,361万円

4,748万円

737万円

45万円

5,754万円

45万円

2,156万円

236万円

711万円

795万円

495万円

269万円

ソフトテニス教室
(スポーツ振興係)

(スポーツ振興係) (スポーツ振興係)

401万円

30万円

371万円

スポーツ教室運営事業 401万円

野球教室



○予算とは

○歳入歳出とは

○町の歳入は（歳入科目）

用語解説

地方公共団体の予算は、①歳入歳出予算、②継続費、③繰越明許費、④債務負
担行為、⑤地方債、⑥一時借入金、⑦流用の定めを総括した概念で、歳入歳出予
算に直接関係するもの、または将来財政負担を伴い実質的に予算となるものにつ
いて、その全貌を把握することが必要であるとの考えによるものです。予算は、
収支均衡を義務付けられており、赤字予算は認められておりません。これに基づ
き町長が調製し議長に提案し、議会の議決により成立します。

予算は、その形式や性質によっていくつかの種類に分けられます。一般会計予
算と特別会計予算、当初予算と補正予算、骨格予算と肉付け予算、年間予算と暫
定予算等がその例です。

予算の原則として、総計予算主義の原則、単一予算主義の原則、予算統一の原
則、会計年度独立の原則、予算事前議決の原則、予算公開の原則などがあります。

一般家庭では、入ってきたお金を「収入」、使ったお金を「支出」と分類して
いますが、これと同じように自治体では税金などの収入を「歳入」、事業などに
支出するお金を「歳出」と呼んでいます。
歳入予算は収入の見積もりであり、予算を超えて収入があっても、逆に以下で

あっても見積もりの合理性・正当性があれば長の責任が問われることはありませ
ん。一方、歳出予算は見積もりであると同時に支出の限度や内容を制限する拘束
力があります。

町税：税金は国税、都道府県税、市町村税と分かれています。町税とは、町の
住民や企業が所得や資産の大きさに応じて納めていただく税金で、町の政策実行
のための中心的財源となります。現在町で皆さんに納めていただいているものは、
町民税、固定資産税、軽自動車税、市町村たばこ税、入湯税です。そのほかの町
税として代表的なものには、都市計画税があります（益子町では課税していませ
ん。）。

地方揮発油譲与税：揮発油に対して課される地方揮発油税を財源とし、市町村道

の延長及び面積で按分して譲与されるものです。

自動車重量譲与税：国税である自動車重量税を財源とし、市町村道の延長及び面

積で按分して譲与されるものです。

森林環境譲与税：森林環境税（令和6年度から課税）を財源とし、私有林面積、

林業就業者数及び人口で按分して譲与されるものです。

利子割交付金：利子等に課される県民税を財源とし、市町村の個人県民税で按分

し交付されるものです。



用語解説

配当割交付金：一定の上場株式の配当等に対して課される県民税を財源とし、一

定割合を市町村に交付するものです。

株式等譲渡所得割交付金：株式等の譲渡による所得に対して課される県民税を財

源とし、一定割合を市町村に交付するものです。

法人事業税交付金：地方税法改正による法人住民税割の減収額等に対し、法人事

業税の一部を財源とし、従業者数で按分して市町村に交付するものです。

地方消費税交付金：県税である地方消費税を財源とし、収入額の1/2を市町村の

人口と従業員数で按分し交付されるものです。

ゴルフ場利用税交付金：県税であるゴルフ場利用税を財源とし、当該ゴルフ場所

在の市町村に交付されるものです。

自動車税環境性能割交付金（自動車取得税交付金）：県税である自動車税の環境

性能割（自動車取得税）を財源とし、市町村道の延長及び面積で按分して交付さ

れるものです。

地方特例交付金：住宅借入金等特別税額控除に伴う個人住民税の減収補てん措置

としての減税補てん特例交付金として交付されるものです。

地方交付税：地方公共団体が、等しく行政サービスを遂行することができるよう

国税の一定割合を交付するもので、地方公共団体の財源保障と財源調整を行って

います。普通交付税と特別交付税の2つがあります。

交通安全対策特別交付金：交通反則金を財源とし交通事故件数等により交付され

るもので、交通安全施設に関する費用に充てなければならないものです。

分担金及び負担金：町が特定の事業を行う場合にその経費に充てるため受益者か

ら全部または一部を徴収するものです。

繰越金：決算により生じた余剰金などです。

諸収入：他の収入科目に含まれない収入が該当します。

町債：特定の事業を行ううえで不足する資金を確保するため、町が借り入れるお

金です。現在特例として地方交付税を補てんする臨時財政対策債を発行していま

す。



○町の歳出は（歳出科目）

○歳出を性質別に分けると

用語解説

議会費：議会運営のための経費です。

総務費：町が所有する土地や建物の維持管理、交通安全対策などの総務的な経

費です。

民生費：年金・児童・障がい者・高齢者福祉などの社会保障関係の経費です。

衛生費：保健衛生や環境対策などの経費です。

労働費：勤労者を支援するための経費です。

農林水産業費：農林水産業の振興のための経費です。

商工費：商工業や観光振興のための経費です。

土木費：道路、公園、区画整理などの社会的インフラ整備のための経費です。

消防費：消防や災害対策のための経費です。

教育費：学校、公民館、文化財などの経費や生涯学習を推進するための経費で

す。

災害復旧費：豪雨・地震などによって生じた災害の復旧のための経費です。

公債費：町債など借入金の元金及び利子の返済のための経費です。

諸支出金：行政目的を有しない経費で、普通財産取得などの経費です。

予備費：予算外の支出に充てるための使途を特定しない経費です。

人件費：町の議員・職員に対し勤労の対価として支払われる経費です。

扶助費：児童福祉法、老人福祉法などに基づき支給される社会保障のための経費

です。

公債費：町債など借入金の元金及び利子の返済のための経費です。

物件費：消費的経費の総称で、旅費、消耗品、委託料などです。

維持補修費：公共施設等の維持管理に要する経費です。

補助費等：様々な団体へ支出する負担金、補助金などの経費です。

積立金：特定の支出目的のために積み立てる経費です。

繰出金：他の会計や基金を補てんするために支出される経費です。

貸付金：行政施策のため町内の住民や企業などへの貸付に要する経費です。

投資及び出資金：基金の運用として債権を取得する場合や特殊法人や財団法人へ

出資を行う場合に要する経費です。

普通建設事業費：道路、学校などの建設事業のための経費です。

災害復旧事業費：災害によって被災した施設を復旧するのに要する経費です。

失業対策事業費：失業者救済事業に要する経費で、益子町では支出していません。


